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米大手投資銀行の業務展開（4）
－Citigroup（下－後編）

神 野 光 指 郎
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4.4 リテール銀行業のデジタル化と各種サービスの融合

4.4.1 支払い処理から事業ソリューションへ

FirstDataなどの支払い処理業者が銀行に代わって加盟店業務を担うようになって以降、

支払いの受け入れ側ではそれら処理業者が中核的な存在であり続けた。一部の大手銀行が加盟

店業務を再び内部化する方向に向かい始めても、業界の構図に目立った変化は生じなかった。

cardknox（2021）は、この長らく変化しなかった業界の構図が、支払いファシリテータと呼

ばれる新たな参加者の台頭によって一変したと主張する。新たな参加者といっても、性格は多

様であり、小売りと処理業者の単なる仲介役ということもあるが、中には支払い過程のほとん

どを統括し、その中で幅広いサービスを提供するところもある（cardknox,2021,p.7）。こ

の包括的なサービス業者が従来の処理業者中心の構造に大きな衝撃を与えたことは間違いない。

しかし、加盟店業務側からの既存カード勢力に対する圧力は、カード発行側に対する圧力と相

互に作用しながら高まっていた。

新たなサービス業者の一つがPayPalである。既述のようにPayPalはP2Pからサービス

を始めたが、2000年にPayPalを代金受け入れに利用する口座を事業口座に指定し、手数料

を徴収し始めた（Costanzo,2001）。ここからすでに両面展開が始まっていた訳である。その
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後、2002年にはVeriSignの支払いゲートウェイ事業を買収し、一気に支払い処理業務の規模

を拡大した（Wolfe,2005）。さらに、2013年には支払いゲートウェイ会社Braintreeを買収

した。この買収は、規模の拡大だけでなく、小売りのアプリにAPIで支払い機能を埋め込む

能力ももたらした（Sposito,2013c）。

PayPalの支払い処理事業の規模拡大は、サービスの拡充を伴うものであった。2002年には

すでに発送追跡や支払い照合簡素化などのサービスを手掛けるようになっていた（Bach,

2002b）。2004年には小売り向けにAPI提供を開始し、ネット販売業者が自社サイトにPayPal

機能を取り込めるようにした。対象の機能は取引履歴の追跡、取引の取り消しと返金、複数の

受取人へのメール送付による資金移転であった（Bills,2004a）。そして2013年には運転資金

貸出サービスを始めた。PayPalは取引記録を元に35分で審査し、即時に資金を借り手の

PayPal口座に入金する。借り手は返済を1日の売上割合の10-30％で選択し、売上がない日

は返済しなくてもよい。こうした貸出方法はそれまで例がなかった（Sposito,2013b;Wack,

2015a）。

PayPalは支払い処理と事業サービスを主にネット小売り向けに提供してきたが、それらを

実店舗向けにも広げようとしている。2012年にはPayPalHereというカード受取端末を投入

し、2018年には欧州のSquareと呼ばれていたiZettleを買収した。狙いは小規模事業を実物

とネット販売の両面で継ぎ目無く支援できるようにすることである（Hernandez,2018）。

そして、2021年に米でZettleが開始された時には、Hereは支払い受け入れに集中する一方、

Zettleはより広いサービスを担う形になった。ZettleをPayPalのインボイス・サービス、事

業カード・サービスに加え、会計やEコマースなどの外部システムと統合できるようにする

ことで、PayPalは事業向けに消費者需要計測、B2B支払い簡素化、財務管理の組み合わせを

提供し、同時に小売りがオンラインと実店舗で商品カタログ、在庫を同期できるようにする

（Adams,2021d）1）。

PayPalがP2Pから始めたのに対して、対面販売でのカード受け入れから小売り向けの総合

サービスを構築していったのがSquareである2）。同社は2009年に創業し、2013年にはオン

ライン店舗開設プラットフォームのSquareMarket、P2P支払いアプリのSquareCash、総

合POS端末SquareStandの提供を開始した。POS端末のシステムはSquareRegisterと呼

ばれ、商品・店舗管理、顧客管理、人材管理の機能を選択して利用することができる。2018

年には給与自動支払いのアプリも利用可能になった（神野、2021、258259頁）。また2020年

には、CreditKarmaからCreditKarmaTax事業を買収して納税準備サービスにも乗り出し

た3）。

小売りに提供するサービスの幅が広がるほど、事業活動に関する豊富なデータが得られる。

そのデータを利用し、SquareもPayPal同様の運転資金貸出を手掛けるようになった。これ

は資金管理サービスの一環であり、Squareは売上代金の入金スケジュールの選択肢や、銀行

経営研究 第73巻 第4号112



口座移転前に売上代金を利用できるデビットカードの提供などを通じて小売りの資金管理を支

援していた（神野、2021、259260頁）。ただし、Squareは2020年にFDICとユタ州から産

業ローン会社として認可を受け、2021年に営業開始した（Rudegeair,2020a;Demos,2021a）。

これにより、小売りは売上代金を直接Squareの小切手口座で受け取り、そこからすぐに支

出できるようになった。また運転資金貸出も、資金を同じ口座で受け取ることができる

（Fitzgerald,2021f）。

このようにPayPalとSquareは同じような小売り向け総合サービスを手掛けながらも、そ

れぞれ異なる性格を持つ。この2社とは異なる方法で、やはり支払い処理サービスから小売り

向け総合サービスへと進化した有力業者にStripeがある。StripeはYCombinatorの支援を

受けて活動していた若い技術者兄弟が、いくつかのサイト構築に取り組んでいた際にウェブで

の支払い受け入れに苦労し、自分たちで解決策を生み出したことから始まった（Andersen,

2012）。彼らが開発したコードを利用すれば小売りは簡単にサイトやアプリでカードを受け付

けることが可能になった。評判は瞬く間に広がり、創業4年で同社はユニコーンの仲間入りを

果たした（MacMillan,2014）。その後も2016年にACH支払い受け入れ支援を開始し、2018

年に企業が独自にカード発行できるようにするなど、支払い処理の能力を広げて事業の拡大を

続けている（Morgan,2016;Moeser,2018）4）。

StripeはPayPalやSquareに比較すると、かなり支払い処理に特化しているという印象を

受けるが、やはり総合的な事業サービスに乗り出している。2016年にはStripeAtlasを立ち

上げ、オンライン起業志望者が支払い受け入れの仕組みに加えて、提携事務所からの会計、法

務助言、AWSのツールなど必要となる要素一式にアクセスできるようにした5）。2018年には

サブスクリプション型事業が多様な課金方法を設定し、その方法に沿って正確に料金徴収を行

うStripeBilling、2021年には収入を把握して自動的に監査記録を創出するStripeRevenue

Recognition、事業活動の立地に応じて納税申告書を作成するStripeTax、KYCに対応し、

利用者の悪質行為を防ぐためのID認証ツールStripeIdentity提供を開始した6）。また2021

年には、内部の販売記録と銀行明細の自動照合を行うソフト販売会社Reckoを買収し、事業

向けサービスの能力をさらに強化している（Adams,2021n）。

Stripeも包括的な銀行サービスを提供しはじめたが、Squareのように銀行免許の申請は行っ

ておらず、提携を通じて実現している。2019年には、やはり支払い処理の利用実績で審査す

る貸出サービスStripeCapitalをCelticBankとの提携を利用して開始した7）。そして、2020

年にはEvolveBank、Goldman、Citi、Barclaysと提携し、StripeTreasuryを立ち上げた。

これはStripeが銀行業を提供するとういよりも、Stripeの顧客がその顧客向けに銀行業を提

供出来るようにするものである。StripeはStripeTreasury開始の発表と同時に、Shopifyが

その利用第一号となったことを発表している。Shopifyで活動する小売りはShopifyに銀行

口座を開き、そこで売上代金の即時受取と経費支出が可能になる。その口座をStripeIssuing
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で発行するカードにつなぐこともできる（Rudegeair,2020c;Dillet,2020）8）。

以上、それぞれの特徴を持ちながらも総合的な事業サービスを手掛ける支払いサービス有力

業者の活動を見てきたが、これらは伝統的な銀行の加盟店業務にとって脅威になっている。

McKinsey（2020）は、伝統的な加盟店銀行が小売りの規模や洗練度を考慮しない画一的な販

売モデルに依存することが多いのに対して、小売りのニーズは多様化しているため非銀行支払

いサービス業者が選ばれるようになっていると指摘する。その多様なニーズとして次のような

例が挙げられる。①実店舗の小売りは、店舗支払い体験と店舗管理プラットフォームの統合を

求める。②多チャネルの小売りは、全てのチャネルと端末について、継ぎ目のない顧客体験を

求める。③純粋デジタルの中小事業は、全商品の入ったセットを求めることが多い。特に転換

率引き上げのための分析ツールを重視する（McKinsey,2020,p.33）。

このうち、①については、まさにSquareがSquareRegisterを通じて提供しているサービ

スである。②については、PayPalがネット販売と実店舗販売の同期化サービスを提供してい

ることを上で確認した。そして③については、3社全てが事業活動の幅広い領域に及ぶ総合的

なサービスを提供していた。また、多様性ということについて付言すれば、サブスクリプショ

ン型の事業は課金方法の設定や、会計上で収入を認識するタイミングが難しく、特殊なニーズ

を持つ。そのニーズに、Stripeがきめ細かく対応していた。

転換率の引き上げについては、それを販促として捉えると、ネット限定でなくとも小売りに

とって重大な関心事項である。McKinsey（2021）は、中小規模の小売り予算で、支払い受け

入れ向けソフトへの支出は10％未満しか占めず、支払いサービス業者にとって小売りのその

他の予算に食い込むことが重要であると主張する。中でも小売りのマーケティング予算は、支

払い処理よりも価格感応度が低く、有望であるとしている（McKinsey,2021,pp.31-32）。も

ちろん、販促が小売りにとって最大の関心事であっても、それが支払い処理と連携したもので

なければ、支払いサービス業者がその予算に食い込むことは望めない。

PayPalの場合は2019年にHoneyを買収した。これにより、PayPalは消費者が何かを探し

始めたときから、実際の購入に至るまでの行動を把握することができるようになる（Kushnir,

2019）。このデータは小売りのマーケティングにとって、強力な武器になると考えられる。

Squareは2021年にCashAppPayを立ち上げ、小売りがCashAppから支払いを受けるこ

とができるようにしたのに加え、CashAppにSquareLoyaltyを組み込み、消費者がSquare

利用の小売りから特典を受け取って、それをCashAppで管理できるようにした（Adams,

2021l）。Stripeの場合は、独自の販促機能が無くても、販路としての影響力が高まるShopify

のようなプラットフォーム企業にホワイトレーベルでサービスを提供することにより、業務規

模を拡大することができる9）。

多様化する事業のニーズに対応したサービスを提供し、販促にまで関われば、それら事業の

状況に関する独自のデータを生み出すことができる。そうすれば、支払いサービス会社が、貸
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出においても銀行を上回る可能性が出てくる。ここで紹介した3社はいずれも運転資金提供サー

ビスを手掛けていた。ただし、個々の取引に対応した資金状況の把握とその管理能力の向上は、

事業体自身が求めることである。貸出の提供はあくまでその支援の一部である。支払いサービ

ス会社によるサービス内容の拡充が、銀行との顧客の奪い合いというよりも、リテール金融サー

ビス業界全体の激変する環境の中で生じていることに目を向けなければならない。

4.4.2 個人向けデジタル銀行サービスの拡充

上述のように新世代のネオバンクは超過引出手数料が無料である事を謳っていた。銀行が手

数料で不当に稼いでいるという認識も手伝って、それは消費者の心をつかむことに成功してい

た。しかし、一部の低所得者層に限らず、消費者の間で超過引出手数料が現実的な問題となっ

てきたことも重要である。NovantasのHankIsraelによると、PayPalやVenmoなどの支

払いアプリの人気で、消費者は銀行口座の残高を追跡するのが難しくなり、超過引出手数料に

直面しやすくなった（Wack,2018）。元祖ネオバンクのSimpleは、消費者が全ての口座にわ

たって資金を管理できるようにすることを目指したが、多様なフィンテックの登場でその必要

性がさらに高まった訳である。そしてSimpleに追随して誕生した多くのネオバンクも類似機

能を競って提供するようになった。

Daveは月1ドルの会費で、利用者が外部の口座をDaveに接続し、それによって取引デー

タを分析して不足に陥る可能性を通知するサービスを提供している。そして超過引出の可能性

に対して、Daveに250ドル上限で支援を求めることができる。このサービスを受けるために、

Daveで口座を持つ必要は無く、従って給与振り込みなどの直接預金がある必要もない（Cross,

2022b）。この与信は、恐らくDaveにつないだ口座の分析によって審査されていると考えられ

る。

一方、Daveの小切手口座には家賃、電話代、公共料金支払いの機能が追加された。その支

払い情報は自動的に信用調査会社3社に送られて、信用スコアの引き上げに貢献するというこ

とである（Munk,2022）。これはDaveの口座に資金を集約し、そこからデビットカードを利

用するよう促すことを狙ったものであると指摘されている（Crosman,2022）。

Brightも同じく、外部口座での超過引出の可能性を予測し、追加サービスで250ドルまで

資金を要請できるようにしている。月額手数料は9.99ドルと少し高いが、それによりID盗難

の保護や信用履歴構築など、他の機能も利用することができる（Cross,2022b）。

MoneyLionの場合は、月1ドルの手数料で、接続された外部口座の分析を行うが、そこか

ら投資すべきか、負債返済を優先すべきかといった貯蓄効率を上げるための助言が提供される

（Munk,2022）。同社はマーケットプレイスを構築し、助言と並行して、他社商品も含めて顧

客に適切な商品を提供する取り組みにも乗り出している（Crosman,2021e）。

これらよりも直接的にSimpleの機能を引き継いだサービスを提供しているのがDigitであ
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る。同社はもともと自動貯蓄サービスを提供しており、その機能を毎月の携帯電話料金支払い

に必要な金額を自動で蓄積したり、カード負債と学生ローンの返済を無理なく早期化できるよ

うに応用してきた（Crosman,2020b）。そこから、2021年には、SimpleがSafetoSpendの

名称で提供していたのと同じく、口座分析に基づいて安全に利用できる金額を計算するという

サービスを開始した（Crosman,2021f）。

目的が超過引出の回避であるにせよ、貯蓄の促進であるにせよ、消費者には自らの支出の動

きを把握し、資金を管理する必要がある。そのための支援ツールをPFM（personalfinancial

management）と呼ぶ。実は2010年代初頭に、WesabeやRudderがサイトを閉じ、Intuit

がQuickenOnlineを終了するなど、PFMで銀行の支配力が強まった（Quittner,2011a）。

しかし、その後、銀行はPFM技術で十分な利用者を獲得できなかった。

この理由についてCelentのStephenGreerは「PFMが失敗したのは、利用者に多くの努

力を求めるから。その割にあなたは破産するというような嫌な知らせをしてくる。PFMは

復活できるが、そのためには過去の経験とかけ離れていなくてはならない。オンライン銀行

業の一つのタブにするのではなく、銀行経験に組み込まれる必要がある」と分析している

（Wisniewski,2017）。

DaveやBrightが超過引出の可能性を通知して与信の提供を行うのは、それぞれPFMを

銀行経験に組み込む例であろう。ChimeやVaroが、取引実績に応じて無料の超過引出を許

容しているのも、消費者にとっては似たような役割を果たしている。MoneyLionやDigitの

ように、口座の動きから資金管理についての助言を提供したり、自動貯蓄と同時に支出可能額

計算を行うのは、基本銀行機能を一歩進んだ資金管理の支援につなげていると表現できる。

自動貯蓄サービスについても同じ話しが当てはまる。これは、2005年にBofAがKeepthe

Changeという名前で売り出しており、VisaCheckによる全ての支出で1ドル未満の部分を

切り上げ（ラウンド化）、差額を貯蓄するというものであった。当初はこのサービスが人気を

博した10）。

それから15年以上が経過し、多くの銀行が何らかの自動貯蓄機能を提供するようになって

いる中で、やはりフィンテックのサービスが目立つようになっている。JavelinResearchの

MarkSchwanhausserは「銀行はまだフィンテックがやっていることをやっていない。それ

はツールの集合をサービスにすること。ラウンド化、アルゴ、直接預金を、ゲーム化、通知、

個人化によって束ねるとサービスになる」と指摘している（Cross,2021a）。

個人の状況に合わせて貯蓄をゲーム化する例としてQapitalが分かりやすい。このアプリで

は旅行用、起業資金向け、欲しい物の購入用など好きな目標を設定し、それに向けた貯蓄ルー

ルとしてラウンド化、一定期間に一定金額、特定の出費項目が通常を下回った金額といった方

法を選択できる。さらに同じ目標を共有する利用者間で情報をシェアし、互いに競い合うこと

もできる（Crosman,2018b;Helling,2022）。
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Qapitalのサービスは、すでに苦痛を強いない貯蓄の促進をデビットカード支出に組み込ん

でおり、ゲーム的な性格も強い。このQapitalと同じような貯蓄機能を提供しながら、支出管

理にも利用されているのがTruebill（現RocketMoney）である。このアプリでは、多様な

目標に向けた自動貯蓄ができるが、小切手口座に残す最低残高の設定もでき、その水準に近づ

けばルールに従った自動貯蓄が一時停止する。これに加えて、Truebillでは携帯電話やケーブ

ルTVなどで最良の料金を獲得するための交渉機能があり、それらを含めて定期的な支払い

を行っている先を一覧し、望まない契約を終了することができる（Crosman,2018c）。

消費者の資金管理に対するニーズに対応する上で、この定期的な支払いの把握が重要である。

家賃、電話、ネット接続、光熱費に加え、現在ではサブスクリプション型のサービスが増えて

おり、これらの支払時期と金額を把握しておかなければ、超過引出に陥ってしまう恐れも高ま

る。PayNearMeが2021年4月に行った調査によると、それまでの1年間で生じた請求書支

払いの遅延は、資金不足が理由というよりも、期限を忘れていたり、そもそも請求書を見てい

なかったことによる方が多かった（Fitzgerald,2021e）。

そうであれば、期限が迫った請求書について通知したり、それぞれの請求書支払いに向けて

自動的に貯蓄するサービスは有用性が高い。また、サービスを提供する側からしても、定期的

な請求書に対する消費者の支払い状況を把握しておけば、超過引出を許容したり、与信を提供

するのも容易になると考えられる。これは請求書の支払いが信用スコアの向上に貢献すること

を示唆する。従来の信用スコアではこうした情報が考慮されていなかった。この点も既存の銀

行とフィンテックの差につながっている。

例えばFairIsaacによると、2018年時点でFICOが650点未満の米国人は6000万人、スコ

アを持たないのは5300万人であった。通常これらの層に既存の銀行は与信を提供しないが、

フィンテックは両方の層をターゲットにしている。そのために、フィンテックは住所を変える

頻度や公共料金の支払いなど、既存の信用スコアには含まない情報も活用する（Andriotis

andRudegeair,2018）。こうした新たな基準作成に早い時期から取り組んできたのが、Moven

を創設したBrettKingであった。Kingは新たな基準について次のように説明している。「過

去にどれだけ返済したかは、将来のデフォルト確率を予想しないかもしれない。失業すれば信

用スコアが高くても返済できない。我々は先行指標にも注目する。最良の先行指標は、支出を

管理できているかどうかだ」（Crosman,2013）。

ネオバンク簇生は信用履歴構築サービスの豊富化を伴った。上述のようにDaveやBright

は信用履歴構築サービスを手掛けている。Varoも当初証拠金が不要な担保付きデビットカー

ドを提供し、請求書支払いに必要な資金を隔離口座に蓄積しながら支払いを実行できるように

することで、顧客の信用履歴構築を後押ししている（Wack,2021b）。Petalの場合は、つな

いだ銀行口座や支払いアプリのあらゆる情報をかき集めて、履歴が少ない若者にクレジットカー

ドを提供している（Adams,2017;Aldrich,2019）。
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ここで、信用履歴が少なく、クレジットカードを持つことが困難であった層は、親世代ほど

の所得がなく、多様なアプリを利用することで資金状況の把握が難しくなるため、超過引出に

直面しやすい層であることを想起されたい。つまり、この層には今後の米社会で主流となって

いく世代が含まれている。したがって大手米銀でもこの層を無視することはできない。ここに

来て大手米銀も従来は証券化の共通言語であったFICOから徐々に離れ、独自のデータとス

コアを利用し始めた（Andriotis,2021a）。それに伴い、ライバル間でも情報を交換するよう、

信用調査会社に加え、PlaidやFincityなどのアグリゲータとも協力する方向で議論を進めて

いる（RudegeairandAndriotis,2021）。

一方、既存の銀行に重い腰を上げさせたネオバンクはというと、すでに飽和状態にある11）。

もともとネオバンクという言葉が出始めたころから、交換手数料への依存が持続可能かどうか

疑問視されており、SimpleはBBVAに身売りした（Crosman,2014）12）。第二世代と呼ばれ

るChimeやVaroなどは、第一世代が全て独自で開発しなければならなかった支払い、取引

データ収集、信用力評価などのソフト供給業者の生態系が形成されており、消費者がデジタル

に慣れたことで、より大きく成長できた（Ehrbeck,2021）。また、銀行インフラを安価に利

用できるため、既存の銀行のように幅広い顧客層を対象としなくても低コストを生かして生き

残ることができるとの見方もある。それでも、ターゲットにする層がいつまでも限定的なサー

ビスを利用し続ける保証はなく、再編は不可避との見方が多い（Crosman,2020i）。履歴構築

サービスが普及していれば、なおさら消費者が履歴を構築した後の対応が求められる。

実際、再編は進みつつあり、2021年にはフィンテック間の合併でサービスを多角化するも

のが多発している。AvantはネオバンクのLevelとその親会社ZeroFinancialを買収し、オ

ンライン貸出に加えて小切手口座とデビットカードを提供出来るようになった（Crosman,

2021d）。他のオンライン貸し手OportunはDigitを買収している（Crosman,2021j）13）。住

宅ローン大手で自動車ローンも手掛けるRocketはTruebill買収を発表した。同社は、これに

より顧客が金融全体を管理する上で中心的な目的地を生み出す目標に近づいたとしている14）。

住宅ローンに関しては、顧客にレシート管理ツールのSensibillを提供して使途特定を支援す

るデジタル専業QuonticBankが、請求書の支払い能力や頭金の貯蓄能力などを審査に利用し

ている例がある（Crosman,2020a）。Rocketの場合でも、Truebillを利用した貯蓄実績が審

査に利用されると考えられる。AvantによるLevel買収、OportunによるDigit買収にも同

じ効果が期待できるであろう。

フィンテックの再編でより目立つのはBNPL関連であろう。2021年にKlarnaは仮想モー

ルのHaroを買収し、Klarnaを受け入れる小売りのモール出店に道を開いた。同社はそのし

ばらく後にも位置情報を利用して割引を提供するアプリの Stocardを買収しており、小売

りの販促支援に力を入れていることが分かる（Adams,2021g）。Klarnaが旅行計画サイト

Inspirockを買収したのもこの年であった。さらに同じ年に Klarnaは Stripeと提携し、
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Stripeで支払いを受け入れる小売りに、自社のBNPLを提供出来るようにした（Adams,

2021p）。

これに対してAffirmの動きはさほど目立たないが、2021年にBNPLを併用できるデビッ

トカードを導入し、カードを受け入れているところならどこででも自社のBNPLが利用でき

るようにした（Fitzgerald,2021a）。しかし、注目すべきは Affirmが 2016年に PFM の

Sweepを買収していることである。Sweepのアプリは消費者が今後やってくる支払いのタイ

ムラインを表示することができる（Wack,2016）。このタイムラインに分割払いも組み込まれ

る訳である。そしてAffirmはデビットカードも組み合わせる形で、2022年にスーパーアプ

リを発表している。このアプリを利用して、消費者はAffirm支払いとAffirm貯蓄口座の管

理、支払い履歴や予約と貯蓄状況の閲覧、小売りからの特典管理ができる15）。

このスーパーアプリ提供は多くの企業が目指すところであり、かなり知名度があるところが

乗り出している。2021年にBNPL関連で大きな話題となったSquareによるAfterpay買収

も、CashAppのスーパーアプリ化に向けた動きと評価されている（Demos,2021d）。もちろ

んBNPL最大手でもあり、消費者向けサービスではSquareを凌ぐPayPalもスーパーアプリ

を構築しており、米市場で包括的なビジョンを明確にしたのはPayPalが初めてとすら言われ

ている（Wack,2021a）。このスーパーアプリはすでに公開され、今後は投資機能などが追加

される予定である（Adams,2021l）。

支払いサービス会社Payverisの革新責任者MarcellKingは、ニッチなアプリを開発する

フィンテックが、ホワイトレーベルか独自ブランドかは別にして、スーパーアプリに搭載され

るようになる可能性を指摘している（Muhn,2021）。このスーパーアプリがどれだけ成功す

るのか定かではなく、どれだけの機能を集約するのが適切なのかも不明である。しかし、消費

者にとって自らの収入と支出を包括的に把握し、それに基づいて消費と資産形成を行う必要が

あることは間違いない。PFMを包摂するサービス多角化の動きは、収益を確保しながらその

ニーズ全体に応えるための試みと換言できる。この試みを実現させるには、複数の機能を単に

寄せ集めるだけではなく、それらを連携させなければならないのは当然である。

4.4.3 事業間と消費者間の支払いサービス融合

消費者の間でPFMが普及するようになった流れは、支払いでのカードを含む非現金の利用

と不可分である。多様な支払いアプリの利用が資金管理のニーズを高めたという以前に、現金

でのやりとりをPFMのアプリと連動させるには、レシート撮影などの手間がかかる。事業に

ついても、財務管理のデジタル化と支払い手段のデジタル化は切り離せない。アメリカでは長

らく小切手が事業による支払い・受取の中で大きい比重を占め、それが財務管理効率化の障害

となってきた。コロナがそうした支払い慣行見直しを促し、現在では多くの企業が支払いを戦

略的にも重視するようになった16）。
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もちろん、財務管理と支払い手段のデジタル化の流れはコロナによって突然始まった訳では

ない。少なくとも金融危機後におけるCitiの大手多国籍企業向け財務サービスを中心とする

戦略へのシフトでは、デジタル化の推進が顧客獲得の鍵を握っていた。しかし、近年の急速な

デジタル化へのシフトは、個人向け金融の世界で生じてきた変化が事業向け金融の世界にも浸

透してきた面が大きいと考えられる。そして、その浸透の経路として重要なのが個人事業やそ

れに近い規模の小規模事業である。

FISの2017年報告書によると、中小事業は消費者よりもデジタル銀行取引の導入で先行し

ていた。それは消費者としてデジタル利用を先導しているのがX世代とミレニアルであり、

これら世代が米労働力人口の2/3、中小事業の創業で半分を占めるためと説明されている。こ

れら世代が牽引する中小事業は日常的な支払いを重視する。彼らは消費者からの受取も、納入

業者への支払いも、できる限り簡単で、継ぎ目がなく、迅速であることを望む17）。中でも迅

速さは資金繰りに直結する。そのため自らも納入業者への支払いを迅速に行おうとするようで

ある。この報告書では中小事業の40％が過去30日に納入業者への支払いにP2Pを使ってい

た。そして中小事業で40％はZelleを利用し、37％はSquareCashやVenmoなど銀行以外

のP2Pを利用していた18）。

調査の数字から、小規模事業のB2B支払いでP2Pがどれくらいのシェアを占めるのかは分

からない。しかし、P2Pの利用がPayPal登場時に比べてはるかに広がっていることを考える

と、C2Bに加え、B2Bも利用増加の牽引力になっていると見て間違いないであろう。また、

PayPalやSquareはオンラインと対面でフリーランスの個人を含む小規模事業がカード支払

いを受け入れられるようにしてきたし、それらを含む支払いファシリテータは多様な支払いの

受け入れ能力を構築していた。もちろんB2Bでもカードは利用されている。つまり、小規模

事業の支払い環境にかなりデジタルが浸透している。

そうすると、資金管理のデジタル化も容易になる。ここでも個人の体験が事業に影響を及ぼ

す。AiteGroupの調査担当ChristineBarryは「銀行は古く性能が悪いオンライン現金管理

でも、B2Bが複雑であることを言い訳にしてきた。顧客はもう言い訳を受け入れない。今で

はリテールや個人と同様の利用者体験を期待する」と指摘している（Heun,2015）。上述のよ

うに個人向けには多様なデジタル銀行やPFM関連のアプリが競い合っていた。これらに慣れ

親しんだ消費者は、仕事の場面でも同じ使い勝手を求めるということである。

2010年代の半ばには第二世代のネオバンクが登場し、デジタルに慣れたミレニアル世代の

顧客獲得を競うようになっていた。そこに登場したのが起業家や小規模事業をターゲットにし

たネオバンクである。その一つにBankNovoがある。創業者のTylerMcIntyreはNovo設

立の理由を次のように語っている。「起業家の世界にしばらくいた。関わった全ての会社に

B/Sがあり、資金の出納がある。QuickBooksなどを使って照合しなければいけなかった。全

ての事業部分を統合できたが、銀行業はその例外。常に分断されていた。銀行業については銀
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行支店に行く必要があった。電話する必要があった。紙の明細が送られてきて、どんな取引だっ

たか解明しなければいけなかった。銀行は難点だった。そこでアイデアが生まれた。テックが

できる銀行ではなく、銀行業ができるテック企業を作る必要があった」（Adarlo,2018）。

2010年代の末には同じく小規模事業をターゲットにするデジタル銀行が増えていた。その

中にはNorthOne、Joust、BlueVine、RhoTechnologiesが含まれる。これらの銀行の特徴

は、まず来店無しにデジタルで口座を開設でき、基本的な手数料が低いことである。Javelin

Strategy&Researchの調査では2020年に米銀上位30行の内デジタルで口座開設が可能な

のは8行のみであったが、BlueVineは60秒以内に小切手口座を開くことができるようにし

ていた。またBlueVineのCEO、EyalLifshitzは、小規模事業が年間に基本的な銀行手数料

として平均400ドル支払っているのに対して、BlueVineはワイヤー送金に少額の手数料を課

している以外は無料で、小切手口座には1％の利息を払うと話す。Rhoの場合はワイヤー送金

が国際取引でも無料で、外為に0.5％の手数料を徴収しているだけである（Crosman,2019d;

Cross,2020a）。

事業向けデジタル銀行のもう一つの特徴は、ミレニアル世代の事業主が利用する会計のXero

やQuickBooks、EコマースのShopify、支払いのStripeなどのソフトを銀行プラットフォー

ムに統合できることである。Aite-Novaricaの調査によるとミレニアル世代の42％は、利用

するソフトに銀行データを手動で取り込むことに苦戦していた。NorthOneのCOO、Justin

Adlerによると、顧客からの最大の要望は、まずNorthOneに行くので、そこに事業運営に

利用する1012のソフトのできるだけ多くを集めてほしいというものであった。そして、顧

客が通常の銀行からNorthOneに乗り換える主な要因は、より良いモバイル体験、迅速なサー

ビスに加え、ソフトの統合であった（Cross,2022a）。

このソフト統合は、会計ソフトを通じて情報を集約し、全ての財務活動を一カ所で管理でき

るようにする。NorthOneのCEO、EytanBensoussanは「何よりもまずやろうとしている

ことは、事業主が2週間で資金繰りに詰まり、今運転資金を探さないといけないなら、それが

見えるようにすること。72時間前なら、何にでも飛びついてしまう」とその重要性を説明し

ている（Crosman,2019d）。

こうした基本的な資金状況の把握だけではなく、さらに詳細な口座の分析も可能である。

BankNovoのMcIntyreは、BankNovoを3ヶ月利用すれば、口座活動の実態を提供するよ

うになると語る。典型的な通知は、今月のどの支出が前月比で20％増えているかというもの

で、2019年からは、この3ヶ月でいくらコーヒー代を使ったかといった質問も可能にすると

いうことである（Crosman,2018d）。デジタル銀行ではないが、財務に関する質問について

は Digitsという会社が Googleのように検索できるソフトを提供している。このソフトは

QuickBooksと接続することにより全ての財務履歴から事業に関するあらゆる要素を特定する。

例えばUberで検索すると、Uberとの取引履歴と傾向が分かり、使いすぎていないか確認で
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きる（Crosman,2021g）。

財務活動のデータを集約し、口座分析が容易になることは、小規模事業に資金の効率的な利

用を促すだけでなく、外部資金へのアクセスも容易にする。従来、小規模事業にとって事業カー

ドの利用は難しかった。銀行は事業カード提供に事業主の個人保証を求め、それで事業カード

の利用が可能になっても支出限度額は小さかった。そのため事業主は個人のクレジットカード

を事業目的に利用することが多かった。しかし個人カードを利用すると、支出を会計システム

と連動させることはできない。ちょうど事業向けデジタル銀行登場と同じタイミングで、

Brex、Jeevesといったフィンテックが、顧客の会計記録にアクセスし、信用力に応じた事業

カードを発行し始めた（Arnfield,2021c）19）。現在では事業向けデジタル銀行のRhoも事業

カードを発行するようになっている（Bruene,2022）。

事業が利用する会計ソフトなどに貸出機能を埋め込むFundboxも多様なデータを利用し、

小規模事業向けに運転資金を提供する。利用するデータは会計システム、請求書システムなど

の内部記録に加え、PayPalなど支払いサービスからスクレイピングしたものも含まれる。

Fundbox事業責任者SebastianRymarzは2018年に「事業主のFICOは代理変数になる。

しかし2018年になった今、もう少し良い評価ができる。利用可能なデータは増えているので」

と語っている（Crosman,2018a）。このように、従来は事業主の信用力に依存することが多

かった小規模事業向け金融が、事業活動そのものの評価に基づくものへと変わってきた。しか

も、PayPalやSquareの運転資金ローンとは異なり、支払い処理業者と同じ相手にローンを

求める必要もない。

以上のような小規模事業向け財務管理と与信サービスの充実が、近年における事業関連支払

いと財務管理の急速なデジタル化の起爆剤になったのは間違いない。ただし、小規模事業向け

ネオバンク簇生の土台には、既存の銀行、PayPalやSquareといった支払いファシリテータ、

そして会計、B2B支払い、新種データ利用の与信を個別に提供してきた業者によるデジタル

化に向けた取り組みがあった。その上にネオバンク簇生という新たな競争環境が発生し、既存

のプレーヤーがその環境への適応行動をとる。この相互作用こそが、事業活動のデジタル化を

より広範なものにしたと考えられる。

多様なデータを利用した信用履歴の薄い借り手向けローン自体は、2010年代初頭からCAN、

LendingClub、Kabbageなどが手掛けていた（Adams,2012b）。Kabbageの場合は、Amazon

や eBayといったサイトでの販売情報と、UPSでの配送情報を利用していた（Crosman,

2012）。このKabbageに2010年から投資を始めたBlueRunVenturesのJonathanEbinger

は、2019年にKabbageと中小企業ローンで競うOnDeckなどとの差について質問され、次の

ように応えている。「OnDeckとKabbageの事業は別の方向に進んでいる。Kabbageは中小企

業のキャッシュフロー管理に焦点を当てるようになっている。貸出はその一部だ」（Crosman,

2019a）。
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Ebingerによる評価を現実化するかのように、Kabbageは2019年にKabbagePayments

サービスを始めた。これはKabbageが企業の資本ニーズを計算するモデルに基づき、請求書

の作成・送付・管理と24時間以内の売上代金へのアクセスを可能にするものである（Moese,

2019）。2020年にはAmericanExpressがこの技術を評価し、Kabbageを買収した（Crosman,

2020f）。さらに同年、KabbageはGreenDotと提携し、小切手口座の提供を開始した。Green

Dot側はKabbageがAmericanExpress傘下に入ったことで潜在力が高まることを期待して

いる（Heun,2020b）。一方、Kabbage社長 KathrynPetraliaはこの新商品について、

Kabbageのキャッシュフロー商品プラットフォームが AmericanExpressの「beyondthe

card」戦略に持ち込まれたと表現している（Adams,2021h）20）。

上記のFundboxも、2021年には支払勘定管理商品のFlexPay提供を開始し、2022年には

VisaとB2B向けBNPLやVisaDirect1での支出実行など新たな支払い商品導入に向けて提

携するなど、多角化を進めている21）。個人向けでもBNPLを含む貸出業者の多角化が目立っ

たように、事業向けでも貸出と支払いサービスの融合が見られる。

会計ソフトの歴史はかなり古い。Intuitは1983年に家計簿ソフトのQuickenで事業を始め、

1992年に会計プログラムのQuickBooksを発売した。1990年代後半からはパッケージソフト

販売からの脱却を目指し、2001年にはQuickBooksOnlineの提供を開始した（Mallory,2016）。

一時は住宅ローン事業を買収しQuickenLoanとして展開するが、2002年には同事業を売却

した（McCaffrey,2022）22）。これはオンライン事業への転身に資源を集中したことによると

考えられる。その後しばらくすると、今度はモバイル化が求められるようになり、2009年に

はPFMのMint、2014年には請求書支払いアプリCheckを買収するなど、個人向けモバイル

金融サービスを強化している23）。

貸出については2010年代前半に10ほどの貸し手と提供し、QuickBooksからローン申請が

できるようにしており、2015年にはOnDeckとFundboxがQuickBooks利用者向けに信用

枠を提供し始めた（Wack,2015b）。しかし、当時すでにPayPalやSquareが独自データを

利用した貸出を伸ばしており、Intuitも 2017年には QuickBooksCapitalを立ち上げ、

QuickBooksの強みを生かして直接ローンの提供を始めた（Browne,2017）。

そしてIntuitも2020年にKabbageと同じくGreenDotとの提携で小切手口座の提供を開

始した。この口座にはGooglePay、ApplePayに接続できるデビットカードと、目的別に資金

を通常のデビットカード利用から隔離できる機能が付いている。顧客はこの口座をQuickBooks

のその他機能と連動させることで、受取資金の即時口座入金、請求書支払いのスケジュール化

と自動照合、今後90日間の資金需要予測といった、事業向けデジタル銀行が手掛けるような

各種サービスを一通り利用できるようになる（Daniel,2020;Cross,2020b）。

Intuitは独自にデジタル銀行企業を提供しながら、QuickBooksの外部接続を継続している。

一方、QuickBooksの支払い機能はBill.comが支援している。Bill.comは支払いスケジュー
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ル管理やインボイス作成などの基本的な支払勘定・受取勘定の管理機能に加え、監査記録創出

やキャッシュフロー予測といった追加機能の提供によって、2010年代の初頭には既存銀行の

オンライン・サービスを脅かす存在になっていた。当時の報道では、FIS、Fiserv、Intuitと

いった銀行向けコア・ベンダーも全て小規模事業対象の銀行業商品を手掛けているが、Bill.com

を含むより小さい企業が請求書、支出報告などに特化した機能で革新を起こしていると評価さ

れていた（Quittner,2011b）。

2012年にはBill.comが手掛けるサービスを6つに分類してAPIを開放し、既存の銀行が必

要な部分を選択して独自のソフトに組み込むことができるようにした（Adams,2012a）24）。

その後、大手銀行でもBill.comのデジタル請求書サービスを自行ブランドで顧客に提供する

ようになり、2018年にはJPMC、2020年にはWellsFargoがその中に加わった（McGeer,

2018;Crosman,2020j）。Intuitとの提携は2016年に始まり、QuickBooks利用者が請求書支

払いと会計を同期できるところから機能を拡充していった25）。

QuickBooksその他の会計ソフトに連動した財務管理機能は小規模事業向けネオバンクも提

供している。Bill.comは大手銀行や利用者の多いQuickBooksと連携することにより、巨大

な販路を確保しようとしているのであろう。しかし、事業関連支払いと財務管理機能を既存銀

行経由で販売しようとしているところはBill.com以外にもあり、顧客からのデジタル化需要

に直面する銀行によって採用されている。例えばFifthThirdとTDBankは、Transactisの

消費者向けに電子的に請求書を提示し、多様な支払いの選択肢を提供するサービスを利用して

いる（Alix,2018）26）。FifthThirdはMastercardがAvidXchangeとの協力で運営するB2B

Hubに最初に加盟した銀行でもある27）。このAvidXchangeは、金融業界向けに設計されたク

ラウド会計パッケージAvidAscendに加え、支払い自動化ソフトや支払勘定管理、支払い承

認手続きなどのモジュールを提供する会社である28）。

新技術導入に積極的な小規模事業をターゲットにするネオバンク、多角化により広範な市場

を目指すノンバンク、特定の技術を他社ブランドで拡販する独立ソフト会社、他社技術を取り

入れて顧客のニーズに対応する銀行など。これらプレーヤーの複雑な相互作用により、支払い

と財務管理のデジタル化が、個人か事業か判然としないような領域を越えて広がり、それがネッ

トワーク外部性を通じて急速なデジタル化の普及につながったと考えられる。こうしたデジタ

ル化は、P2P、C2B、B2B支払いの融合化を伴ったが、その中に事業から個人に向けた支払い

も包摂されるようになっている。

モバイル端末が事業活動でも利用されるようになると、外出時の支出承認が求められるよう

になる。BofAの場合、CashProのアプリ内で指紋や顔認証による承認を可能にした（Yurcan,

2018）。これに対して、BentoforBusinessは、事業カードで従業員がいつ、どこで、どれだ

け支出できるのかを管理し、支出の結果をQuickBooksなど会計ソフトと連動させる手段を

開発した（Crosman,2018d）29）。ここで、カードを支給される相手が必ずしもその事業カー
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ドを利用する会社の従業員である必要は無い。例えばGreenDotは、Apple、Uberと協力し、

Uber運転手向けにバックアップ残高が付いたデビットカード発行を開始した。運転手はこの

残高を利用して、客を乗せる前に給油ができる（Wolfe,2018）。このカードはUber運転手が

自ら選択して持つが、同様の仕組みは事業カードでも可能である。

他社ブランドによるカード発行を支援し、支払い処理を手掛けるMarqetaは、カードの動

的支出コントロールも可能にしている（Adams,2021b）。この支出コントロールの機能を利

用した例がDoorDashのRedCardである。DoorDashの配達員はRedCardを配付され、そ

のカードを使って注文があった料理を店舗で購入する。この時の購入品と金額が、顧客からの

注文と一致した場合だけ支出が承認される30）。

動的支出コントロールは、事業カードの支出を人物単位で、支出のタイミングに応じて必要

な金額だけ承認できるものであるが、このようにギグ労働者の経費精算にも利用できる。ウォ

レットと仮想カードを組み合わせれば、さらに多様な用途も考えられる。JPMC事業カード

責任者のJohnSkinnerは、「Marqetaのウォレットに押す機能が、仮想カード支払いに新た

な次元を付加する。Marqetaがあることで、仮想カードの新たな用途をもたらす。例えば災

害救援ボランティアへの支払い促進や、面接を受ける人間への交通費支払いなど」と指摘して

いる（Heun,2020a）。

Marqetaの例は、事業から個人に向けた支払いが、C2B、B2B支払いと同列に財務管理の

デジタル化に包摂されるようになったことを示す。そしてその土台には、モバイルウォレット、

トークン化と仮想カード、非接触支払いの受け入れといった技術がすでに実用化されていたこ

とがある。

4.4.4 オープン銀行業に向けた金融インフラの進化

消費者向と事業向けが連動する形でリテール金融サービスのデジタル化が急激に進展したの

は新興フィンテックの簇生によるところが大きい。しかし、新世代フィンテックの活動は旧世

代フィンテックや既存金融機関による取り組みを引き継いでいる。また、相次ぐ新規参入と既

存プレーヤーによる適応行動の連鎖があればこそ、デジタル化が金融業界全体を飲み込む大き

な波になったと考えられる。そして、この連鎖反応を通じて、金融インフラも新たな競争分業

構造を支えるものへと進化することになる。

インターネットが登場し、銀行を含む金融サービス企業が顧客にオンラインでの口座アクセ

スと情報のダウンロードを可能にすると、アグリゲータが登場し、個人は複数の口座情報を集

約したサービスを受けることが容易になった（野村総合研究所、2002、216頁）。ネオバンク

を含む多くの新興フィンテックは、アグリゲータを通じて顧客の銀行口座情報を取り込む。ア

グリゲータはその情報収集にスクレイピングを利用してきた。2010年代の半ばになって、銀

行はAPIを外部公開し始めたが、その動機の一つにはスクレイピングの代替策を提供し、ア
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クセスできる相手とデータを特定できるようにすることがあった（Crosman,2015）。これ以

降、銀行はAPI接続を推進し、アクセス管理を強めた31）。

アグリゲータとの API接続は、銀行にとって販路拡大になっているようである。Wells

Fargoの仮想チャネル支払い責任者BenSoccorsyは、APIがスクレイピングの代替となるだ

けでなく、顧客のアプリ利用を銀行と結びつける役割も持ち、顧客に商品を届ける新たな方法

になると話している（Crosman,2020c）。米ではフィンテックに情報を提供するためのAPI

を創出し、維持するためのコストに抵抗する銀行もある。そうした態度に対して、支払いサー

ビスのフィンテックAlacritiのMarkRantaは、シカゴ連銀が開催したシンポジウムにおい

て「銀行は更新に報酬を求めるのではなく、状況に合わせて変化する機会とみるべき」と発言

し、他のパネリスト達も受け入れなければ取り残されると話していた（Heun,2021b）。

銀行がAPIを開放する動機には、フィンテックに顧客の口座情報を提供する方法の管理だ

けではなく、技術革新の推進や、顧客による銀行サービスの独自仕様化を可能にすることも含

まれる。技術革新の試みには、CitiがCitiMobileChallengeを開催し、参加者にサンプルデー

タを提供してアプリの開発を促したり、BBVAがDwollaに認証・支払いAPIを開放して、

共同でトークン化の方法を開発するといった例がある（Crosman,2015）。これら新技術の開

発にせよ、顧客による銀行機能の取り込みにせよ、変化を受け入れなければ取り残されかねな

いという主張の根拠になる。

またAPI開放は銀行からフィンテックに向けた一方向のものではない。上述のようにBill.

comやAvidXchangeなど、特定の機能を銀行商品に取り込むために銀行が外部のAPIを利

用することも多い。さらに、Pitts（2021）によれば、これまで銀行が一方的にフィンテックに

対して口座情報を提供すると考えられてきたが、消費者のフィンテック利用の増加にしたがっ

て、銀行側にも顧客のフィンテック口座情報を取り入れるニーズが生じる。OCCがProject

REAChにおいて、銀行に外部データを取り込んで信用履歴の薄い借り手も引受ができるよう

促しているように、米規制当局もオープン金融を双方向と見ている（Pitts,2021）。

ただし、API設計の標準化に向けた取り組みが始まったとはいえ、まだ個別性が高く、接

続に特化したサービスが求められている32）。そもそも、接続目的と方向性の多様性を考えると、

適切な相手を見つけ出すだけでも容易ではない。そこでデータ共有のハブとして、アグリゲー

タの重要性が高まっている。一口にアグリゲータといっても得意分野はあり、例えばCodat

はZettle、Stripe、Squareなどの支払い処理業者と統合することによってPOS、Eコマース

データを獲得している（Arnfield,2021a）33）。それでも、やはりニーズが高いのは幅広い金融

機関の口座情報を一カ所で集められる場所であろう。

この広範なハブを狙うところにAkoyaがある。AkoyaはFidelityInvestmentsがスピン

オフしたデータ共有部門であり、新たな所有者には大手銀行とTCHが名を連ねた。Akoya

は銀行にダッシュボードを提供し、銀行の顧客が口座にアクセスを求めている先を一覧できる
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ようにする（Crosman,2020d）。このAkoyaにTCHが出資したことに対して、アグリゲー

タとフィンテックの団体FinancialDataandTechnologyAssociationNorthAmericaの事

務局長SteveBomsが、Akoyaによって消費者の金融データが集約され管理されるようにな

ると、消費者や小規模事業が共有を認めた場合であっても、外部からのデータへのアクセスが

制限される可能性があり、金融サービス技術における競争と革新にとって重大な脅威になると

いう声明を出した34）。

Akoyaのデータ共有ポータルにはU.S.Bancorp、JPMC、WellsFargoなど、新たに所有

者となった銀行が参加を決めている。しかし、他にもデータ共有ポータルを目指すところはあ

り、中でもPlaidは5000社のフィンテックとサービス契約を結ぶアグリゲータの大手である

（Crosman,2021h）。銀行とはスクレイピングを巡って対立を繰り返してきたが、JPMCや

WellsFargoなどの大手とはAPIでのデータ共有合意を締結した。またVisaやSquareで

経験を持つ GingerBakerを採用し、銀行を顧客に取り込むことに注力するようになった

（Crosman,2021b）。そして、2020年5月にはPlaidExchangeを立ち上げて、銀行が独自の

APIによってPlaidを利用しているフィンテック顧客に接続できるようにし、同年9月には

データ更新をリアルタイムで行うことができるようにした（Brown,2020）。

こうして見ると、大手銀行によるAkoyaへの出資は、Plaidに対する牽制ではないかと思

えてくる。Plaidによって消費者の金融データが集約され管理されるようになれば、大手銀行

にとって重大な脅威になると考えられる。ただ、アグリゲータが情報共有のハブになる状況に

対しては、銀行よりもカードネットワークの方が強く脅威を感じている可能性がある。一つに

はアグリゲータが口座アクセスへの認証情報を抱えており、それをカード以外の支払いに利用

できることがある。例えば上述のようにStripeはACH支払い受け入れに対応するようにな

るが、それはPlaidの認証技術を利用したものであった35）。しかし、それ以上に、APIが多

角的に各種金融機関を接続し、事業間と消費者間の支払いの融合を実現する世界は、その中で

カードが利用され続けるのか全く不透明な世界である。

そのため、カードネットワークはオープン金融の世界に対する対応を迫られる。2020年に

はVisaがPlaid買収で合意した。これはVisaがオープン銀行業、オープン支払い革命を可

能にするプラットフォームになろうとする動きだと評価されていた（Baker,2020）。この合

併は司法省によって差し止められ、Visaは裁判が長引くことを懸念して断念した（Kendall

andAndriotis,2021）。そして、この合併がEUでは承認されていたため、今度は米当局の発

言権が及びにくいストックホルム拠点のアグリゲータTinyを買収した（Adams,2021c）。

Mastercardはというと、VisaがPlaid買収で合意したのを受けて、Plaidに次ぐ大手アグリ

ゲータであるFincity買収を発表した（Crosman,2020e）36）。

もちろん、カードネットワークによる新たな環境への適応行動はアグリゲータ買収に限定さ

れない。例えばVisaは2018年に国際資金移動サービスのEarthportPLC買収を発表した。
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この会社は2014年からRipple社と提携して分散台帳を利用したリアルタイム国際送金を開発

しており、2016年にはその分散台帳利用のGatewayサービスを開始した。これにより金融機

関は単一のAPIでRippleの分散台帳にアクセスできるようになった37）。VisaはEarthport

の技術を銀行口座間の直接資金移転サービスVisaDirectの国際化にも利用している（Marek,

2021）。

さらにVisaは2021年にRevolut、Monzo、Dwollaなどを顧客に持つ国際支払いソフト会

社Currencycloud買収に合意している（Adams,2021e）。このCurrencycloudは2018年に

GlobalCollectionsを立ち上げ、国際銀行口座番号と仮想口座番号を使ってドルとユーロの国

際送金を国内送金と同じように実行できるようにした38）。Visaはすでにトークン化を利用し

て国際銀行間の直接資金移転を可能にするB2BConnectサービスを提供しており、そこに

Currencycloudが加わることになる。VisaのCEO,AflredKelyは、これはコルレス無しの

国際支払いを実現する能力を提供してくれると語っている（Adams,2021f）。

Mastercardも国際支払いの分野を強化している。同社は国際 B2Bの即時支払いである

MastercardTrackBusinessPaymentServiceを提供しており、2021年にBarclaysが大手

銀行として初めてこのサービスを欧州で開始した。TrackBPSはVocaLinkとNets、および

米TCHが構築したRTPの技術を基盤にしている（Fitzgerald,2021g）。VocaLinkとNets

はともにMastercardが買収した欧州の銀行口座間資金移転サービス事業である39）。このよう

にサービスは国際的な銀行口座間の直接移転に対応している。そして米での販売協力先には

AvidXchangeを含む複数のフィンテックが含まれている40）。

国際支払いには国境をまたいで多くの銀行口座をカバーする必要があり、また事業関連の支

払いサービスを提供するフィンテックには国際支払い機能をアプリに組み込むニーズも大きい。

さらに複数地域での法令遵守やリスク評価など、必要な技術も多い。国際支払いの分野がカー

ドネットワークのオープン金融化に向けた対応で重点分野になるのも無理はない。

このようにカードネットワークが新たな競争環境への適応を迫られる中、既存のカード処理

会社も状況を座視するわけにはいかない。2010年代の後半にはカード処理業界でも大きな再

編があった。2017年には米カード処理でFirstDataの上を行くVantivが、英の主要加盟店

処理業者Worldpayを買収した。英米間の合併ではあるが、Vantivの狙いは英事業ではなく、

グローバルなEコマース取引だと見られていた（Davies,2017）。前掲表11を見ても、2018

年には新生Worldpayが米加盟店業務で首位になったことが分かる。そして2019年にはFIS

がこのWorldpay買収で合意した。この年はFiservによるFirstData買収合意もあった。こ

の2件はともに金融機関向けに幅広いシステムを提供する業者と、加盟店向け支払い処理業者

の合併という性格を持つ（Demos,2019a）。

こうした業界再編の展開は、もはやカード処理業界内部の集中だけでは、Eコマース取引の

獲得には不十分であることを示唆している。支払いファシリテータの活動も国際化しており、
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それらは総合的な事業サービスを提供している。また上述のようにPOSでの支払い受け入れ

は、ますますP2PやB2Bの支払いとの境界が不明瞭になっている。カード処理業者もこうし

た環境への適応を迫られているのである。

FISの場合はWorldpayの小売り関係も組み込んだ、世界規模のネットワークを構築しよ

うとしている。その一環が2021年に立ち上げたRealNetで、ACH、ワイヤー、カード、各

国のリアルタイム支払いシステムなどから、最適なレールを選択するシステムである。まだ各

国での送金免許取得や複数の提携先との双務的な契約など残された作業は多いようであるが、

CelentのアナリストGarethLodgeによると、リアルタイムが継目なしに機能する例はなく、

実現すればFISが世界初になるとのことである（Fitzgerald,2021d）。Fiservも多チャンネル

商業にB2Bを含む多様な支払いの受け入れを世界規模で可能にするCaratを導入している

（McGranahan,2020）。

さらにFiservやFISは取引先の金融機関をフィンテックとつなぐ活動もしている。小規模

な銀行はフィンテックの機能を自行システムに取り込もうとしても、デューデリジェンスから

接続の開発まで負担が大きい。それをFiservなどのコア・ベンダーが支援するようになって

いる。ベンダーの1社FinstraはFusionFabric.cloudを立ち上げている。金融機関はこのア

プリで180のフィンテックから国際送金や請求書支払いなど必要な機能を探し、すぐにそれら

を実行できる。これとは逆にFISはFintechReferralNetworkにより、銀行免許の必要な活

動を手掛けようとするフィンテックが提携する銀行を見つけるための支援をしている（Cross,

2021c）。オープン金融における提携関係のハブをめぐる争いに、既存のシステム・ベンダーも

参加しているのである。

以上、オープン金融化に向けた金融業界における競争分業構造の変化にカードネットワーク

やカード処理業者、コア・ベンダーも巻き込まれ、それぞれ支払いサービスのインフラを更新

していることを見てきたが、それと並行して支払い高速化に向けた動きがあることにも触れて

おかなければならない。

アメリカでは高速化への取り組みが他の主要国に比較して遅れており、ようやく2017年に

TCHがイギリスの銀行間高速移転システムを運営するVocaLinkの協力を得て、RTP稼働を

開始した（中島、2018、7頁）。この背景にはリアルタイム支払いに対する需要の高まりと、

P2P利用の拡大がある。2017年にはFRBのPowell議長が講演で、支払い会社が閉じたネッ

トワークでリアルタイム支払いを提供しているが、広範な層が恩恵を受けるには銀行システム

の参加が必要だとの見解を述べていた。この時に支払い会社は名指しされていないが、PayPal

やVenmoを指すと受け止められている（Wack,2017c）41）。

RTPは当初、どのように収入を得る方法で利用できるか疑問視されていたが、2019年には

JPMCがフィンテック支援に利用し始めた。その一例がDigit顧客がDigit口座から銀行口

座に即時資金移転できるようにするサービスを支援することである。これによりDigit顧客は
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銀行口座における超過引出を避けることができる。Digitはこのサービスに1件99セント課

金する（Crosman,2019b）。

コロナ流行からはRTP利用が急速に広がった。PNCのChirsWardによると、2020年前

半には PNC経由で RTPを恒常的に活用する企業が一握りしかなかったが、2021年には

250以上になっており、デジタル化の伸展によって即時の資金を求める動きが顕著になった

（Adams,2021a）。この2021年には主要銀行がRTPを使った請求書サービスを立ち上げてい

る。8月にはJPMCが企業顧客向けにRequestforPayを立ち上げた（Adams,2021j）。そ

して9月にはBNYMellon、Citi、Verizonが同様のサービスを発表した。このサービスは

BNYMellonのReal-TimeE-BillsandPaymentsを通じ、Citiに口座を持つ消費者がVerizon

の料金を即時に支払うことができるようにするものである（Grotta,2021）。

まだ同様のサービスを提供する銀行は一部に限られているようであるが、潜在的な用途は広

い。PNCのChrisWardは、給与支払い側が顧客から素早く資金を受け取ることができ、流

動性の不安がないタイミングで事業間の資金移動ができると、流動性管理におけるリアルタイ

ム支払いの可能性を語っている。またTCH商品革新責任者PeterDaveyは、TCHが次の目

標としてインボイスを銀行ERPと会計システムに接続することを挙げており、それが実現

すればRequestforPayが事業取引向け支払い承認の一部になると指摘している（Adams,

2022a）。他に先駆けてRTPの用途を開発しているところは、こうした可能性による潜在的な

利益が、超過引出手数料の減少による損失をはるかに上回るとみているのであろう。

4.5 Citiのリテール銀行業改革

4.5.1 リテール業務の統合とチャネル再編

最後に、リテール金融業界の劇的な変化と、Citiのリテール銀行業改革との関係性を考察す

る。図24はリテール部門の支店数を北米とそれ以外に分けて見たものである。国外では多く

の市場から撤退したことに伴い、支店数も劇的に減らしている。リテールでは資源を国内に集

中するということであったが、北米でも他の大手と比較すると少ない店舗数をさらに削減して

いる。Citiでは2013年から元McKinseyのDavidChubakがリテール銀行業の運営コスト削

減に取り組んできた。その中で国内拠点の大都市への集中や、抵当サービシング業務からの撤

退にも関わってきた。それはCitiがリテール業務を富裕層に集中したものへと変革する一環

であった（Demos,2017）。

Citiは支店の数を減らすだけでなく、自動化による人員の削減も推進している。2010年代

の後半からは残った支店を、アジアで成功したCitigold会員向けのクラブ的雰囲気に切り替

えるようになった（Kandell,2017-2018）。ニューヨークのミッドタウンには、財産管理担当

者のブースがあり、そこに行くまでにCitiブランドのATMが並んでいる支店が複数開設さ

れた。そして顧客との接点はモバイルが中心になる。2016年に国内で立ち上げたCitigoldプ
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ログラムはリテールと投資銀行サービスをモバイル・アプリに統合したものと位置づけられて

いる。Citiリテール部門責任者のStephenBirdは、それを低コストのサービスモデルと呼ん

でいる（Broughton,2017c）。

Birdは2015年にグローバル消費者銀行業CEOに就任し、Amazon、Google、PayPalか

ら製品設計の専門家を採用してデジタル化を推進した。その一つの成果がCitigold向けスマ

ホ・アプリの更新であった。技術者達が何百もの過程を再設計し、口座開設、支払い実行、カー

ド請求への異議で必要な作業数を削減し、クリックで担当者とつながるようにした。ただし、

Birdはアプリそのものよりも、文化変革の重要性を強調している。「我々は継続的な革新のリ

ズムを開発している。恒常的に顧客と協力してアプリを向上させ、顧客が求めるサービス、時

には顧客が予期していなかった改善に向けて投資することを改めて優先事項に位置づける。我々

はこれをシリコンバレーの速度で、しかし巨大な規模で実行している」とのことである42）。

モバイルを主要なチャネルにすることができれば、支店やATMの設置・運営コストを抑

制できることは間違いないであろう。そのためにモバイルの使い勝手の良さが不可欠になる。

しかし、モバイルを使いやすくすることが、そのまま支店とATMの削減に直接結びついて

いる訳ではない。Martin（2021）によると、人々が基本取引で銀行窓口を訪れることはなく

なったのに、家計当たりの支店数は20年前から変わっていない。またFRB消費者金融調査

では小切手口座開設先の選択要因で支店の立地を最重視する回答者の割合が43％と、2位の倍

もの数字になっていた。十分便利と考える支店までの距離は広がっており、単一市場向けに必

要な支店数は減っている可能性はあるが、他の要因が同じならより密な支店網が市場シェアを

高めると考えられる（Martin,2021）。

CornerstoneAdvisorsの調査によると、顧客のモバイル・アプリ利用が増えると、それに

応じて支店への来店も増えるということであった。そのため、大手銀行は全体として支店数を

削減しながらも、新規開設も行っている。例えばBofAは2021年に71の都市部店舗を開店し、
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うち40近くは活動都市の拡大を狙うものであった（Klineetal.,2021）。JPMCではデジタ

ルと支店を一体のものと見ている。消費者支店銀行業・財産管理責任者のErinHillは、基本

取引で窓口に並ぶ顧客は取引が伸びる顧客ではないため、来店減少が関係を深める能力に影響

することはないが、顧客との長期関係の構築には支店が不可欠であり、デジタルだけでは今の

成功はないと語っている（Macheel,2016）。

つまり、重要なのは個々のチャネルの設計ではなく、それぞれをどのように全体に位置づけ

るかということであろう。同じ事はATMにも当てはまる。JPMCやBofAは2010年代の後

半になってもATM更新に多額の投資をしている。例えばBofAの場合は、ATMの画面をア

プリと同じ見た目にし、操作をスマホで行うことができるようにするなど、アプリとATM

を連携させている（Broughton,2017b）。大手銀行はモバイル・アプリを主要なチャネルに位

置づけながらも、支店とATMによってそれを補完しようとしているのである。ネオバンク

のようにモバイル限定で顧客獲得に成功しているところはあるが、少なくとも現時点では大手

と異なるターゲットを持ち、それに対応したアプリの設計になっていることがその要因になっ

ていると考えられる43）。

Citiの場合は、支店の増設を放棄した訳ではないものの、2018年にデジタル専業銀行創設

の計画を発表した。提供予定のサービス内容にはデジタル口座開設、複数口座の総合機能、ロ

ボ助言、POS信用を含む。本体自体のブランドで幅広い層にフルサービスのデジタル銀行業

を提供するのはCitiが初めてと報じられている（Demos,2018）。CFOのJohnGerspachは

デジタル専業銀行構想について、「Citiの狙いは、新たな顧客を引きつけることに加え、日々

の取引のより多くをモバイル機器に誘導すること」と説明している（Peters,2018）。これは

Citiが他の大手よりもモバイル・チャネルの位置づけをより中核的なものにしていることを示

すと解釈できるであろう。

Citiがモバイル銀行業を推進する上で、まずターゲットにしたのはカード顧客であった。

Citiのカード保有者は国内に2800万人いるが、その5％未満しかCitiに銀行口座を持ってい

なかった。一方でそれらカード顧客の2/3は支店の近くに住んでいなかった。そこでリテー

ル銀行業務とカード業務を統合し、相乗効果を高めようとした訳である。デジタル銀行業立ち

上げ後、Citiは2019年初頭にCitiFlexLoanとFlexPayを発売した。FlexLoanはカード

顧客がカード負債残高の一部を5年までの条件で固定金利のローンに転換することを選択でき

るものであり、FlexPayはPOS割賦信用である。ともにカード部門が手掛けることで、内部

での貸し出し競争の抑制を図った。同時にCitiAccelerateSavingsの提供を開始した。これ

は最低残高が無く、2.36％の金利が付くが、小切手口座や財産管理など他の取引を一緒に申し

込むことがその条件になっており、顧客との多面的な関係構築を狙っている（Demos,2019b;

Peters,2019b）。

同年には一部のカード利用者に、小切手口座を開設すると航空マイルを3万点付与するプロ
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グラムを始め、その対象を広げていくと発表した44）。カードの還元率も通常の2％のところを、

Citiで銀行口座を開設した場合は2.5％にしている（Demos,2019b）。さらに試験プログラム

で、Citigold口座に年間200ドルのリベートを提供し始めた。リベートを得るには、小切手

口座でCitiの提携相手に対する繰り返しの支払いを行っていなければならない。そのリベー

トでCostcoGoldStar年会費の60ドル、AmazonPrimeの119ドルを支払うことができる。

こうした措置はCitiが繰り返しサービスに結びつけてリベートを提供することによって、よ

り顧客の生活に深入りしようとしているものとして評価されている（Demos,2019c）。

こうしたカード顧客を狙った販促は一定の効果を発揮したようである。2019年に入って10

月までにCitiは40億ドルほどの預金を獲得し、その2/3は支店の営業範囲外からであった。

しかし、Keefe,Bruyette&WoodsのアナリストBrianKleinhanzlは、既存のカード顧客か

ら預金を獲得し終わると、その後Citiは預金の伸びを維持するのが困難になるかもしれない

と予想している（Prior,2019）。Citiは金融危機後のリテール国内回帰でカード業務に注力し

てきた。2017年9月までの3年間に19億通ものDMを米で発送し、ゼロ金利で顧客を獲得

しようとしていた。その数は米国内のカード勧誘DMの23％を占め、どの銀行よりも多かっ

た（DemosandAndriotis,2017）。デジタル預金の獲得は、こうした出費によって実現して

いただけなのかもしれない。

CelentのアナリストBobMearaは「銀行はこれまで、クロスセルや販売拡大を支店への来

店に依存してきた。そこが最も販売活動が行われていた場所だ。今では口座開設が対面で行わ

れるとは限らない。だからマーケティングにもっと資金を使う必要がある」と指摘する。一方

で準大手からは、どんなにマーケティングに投資しても、JPMCやBofAにかなわないとの

嘆きが聞かれる。BB&TのCEO、KellyKingは「大手銀行は何十億ドルもマーケティングに

費やす。それが意見を誘導し、意思決定を誘導し、行動を誘導する」とため息をつく（Peters,

2019a）。支店を無くしても、デジタル・チャネルの販促費がそれ以上に必要になるのである

が、未だ多くの支店をかかえる大銀行でも巨額の費用をマーケティングに充てているのである。

Citiは他の大手よりも支店網が圧倒的に小さいため、外部チャネル利用にそれだけ積極的で

あると考えられる。GooglePayへの小切手口座提供で合意した際に、Citiの米消費者提携責

任者ElyseLesleyは「一部はGoogleやAmazonを恐れているが、我々は生態系の提携相手

として歓迎する。これは我々の強みを拡張する機会になる」と語っている（Crosman,2020h）。

しかし、Googleは小切手口座提供の計画を撤回してしまった。Citiでは週に1万人ほどの加

入希望があり、合計40万前後になっていたそうであるが、別の口座を紹介しなければならな

くなった。Googleで計画変更を決定したのは、その1年少し前にPayPalから移籍したBill

Readyで、背景には銀行に競合相手と見なされるようになることを懸念したことがあると報

じられている（Rudegeairetal.,2021）。外部チャネルの利用は有力な販促方法であるが、提

携相手の意向に左右されることは避けられない。
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そして、デジタルの利便性だけで支店の不在を補うことができるのかというそもそもの問題

が残っている。Accentureの2018年半ばにおける調査では、米銀行顧客で毎週あるいは毎月

銀行支店を訪れるのは半分未満であったが、84％は少なくとも年1回支店を訪問していた

（Demos,2019b）。この傾向がコロナ流行によって変化した訳ではなかった。Cornerstone

Advisorsが2021年に実施した調査によると、回答者の38％はコロナ前よりもモバイル・ア

プリでの銀行とのやりとりが増えた一方で、36％は支店訪問が増えた。ミレニアル世代でも

42％はコロナ前より電話での問い合わせを増やし、42％は支店訪問を増やしていた。その一因

はコロナによる金融ストレスで質問が増えたことであると考えられている。同じ調査で、36％

は質問の答えをオンラインで探したが見つからず、37％は支店訪問が問題解決に手っ取り早い

方法だと考えた（Heun,2021d）。

2021年にはネットで2927店と記録的な銀行支店の閉鎖があった。しかし、支店を減らして

いる銀行でも、支店の重要性を今まで以上に確信しているとのことである。それはコロナ流行

で支店が閉鎖されると、デジタルよりも便利という訳でもないのにドライブスルーに顧客が殺

到し、ロビーが再開されると人々が戻ってきたからである。2021年にはネットでの支店数が

減少する一方で、1000以上の新規支店が開設されている。コロナ禍でそれほどの新規拠点が

開設された業界はほとんどないと指摘されている（Martin,2022）。

以上の話は多くの場合に銀行のアプリが、仮に普段は便利であっても、いざという時にはい

かに頼りにならないかを示唆している。デジタル・チャネルを中心に位置づける場合でも、サ

ポート体制が整っていなければ、顧客との関係構築は望めないであろう。もちろん、顧客対応

も可能な範囲でデジタル化して、コストを抑制する必要はある。近年には顧客がサイト上で担

当者とのメッセージ交換やビデオ通話ができる仮想支店が登場している。Citiでも2017年に

インドで仮想支店を立ち上げてから対象地域を広げ、米にも導入している。ただし、Celent

アナリストのBobMearaは、銀行はデジタルチャネルを通常の支店体験以上のものにすべ

きで、そのためには画面共有、書類アップロード、電子署名の能力が必要と指摘している

（Cross,2021b）。加えて、顧客対応の担当者が顧客の状況を理解しておくことも重要になるで

あろう。富裕層向けでは、求められる理解の度合いが高まると考えられる。

4.5.2 ウェルス・マネジメント業務とリテール銀行業務

上述のようにCitiは国外の多くの市場でリテール業務から撤退したが、それもやはり富裕

層に集中する方針の一環であった。2015年に当時CEOのMichaelCorbatは、国外リテール

業務のリストラについて次のように語っている。

Citiが構築したものは、56カ国でそれぞれ独自の商品とITサポートを持つ国毎の消費者銀

行の寄せ集めだった。そこで都市化とデジタル化の流れに合わせて改革した。地理では国の数

ではなく都市を重視し、主要都市での富裕層対応に集中するようにした。またデジタル化では
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残った24カ国のリテール銀行システムを統合ITプラットフォームに移した。それにより、

顧客の金融状況を包括的に把握することができる統合された銀行を構築した（Lee,2015）。

富裕層顧客の獲得を争うライバルはグローバル拠点の重要性を強調している。JPMCのプ

ライベートバンク責任者BrianCarlinは「現地にいることで得られる洞察は、顧客に資産配

分と市場イベントへの対応を助言する上で決定的」と話している。またUBSAmericas社長

TomNaratilによると、グローバル対応が必要なのは超富裕層だけでなく、多国籍企業に投

資する富裕層にとっても重要である（Avery,2017）。

ただし、一般的にグローバル対応が必要な富裕層は、投資銀行関連のサービスを求めるとみ

られている。CitiPrivateBankのCEO、PeterCharringtonも、次のように説明している。

Citiのプライベートバンクはもっぱら資産2500万ドル以上を対象にしている。マス富裕層

市場は規模のゲームで、プライベートバンク事業がリテール部門にある機関では機能するが、

超富裕層向けとは別物だ。CitiのプライベートバンクはInstitutionalClientGroupにある。

そこからサービスを提供する方が容易だ。それら顧客は、企業銀行へのアクセスを求める。不

動産貸出、スポーツ金融、投資銀行業のM&A助言など（Avery,2017）。

Citiの多国籍企業向け業務は主要行の中でもグローバルな拠点網の広さが唯一無二と評価さ

れるほどであった。富裕層向けのサービスがもっぱら投資銀行業務に関連するものであれば、

彼らがグローバルなサービスを求めた場合に、それに対応する上でCitiは他よりもむしろ優

位にあるはずである。しかし、そのように考えると、なぜCitiが富裕層に焦点を当てて、国

内のリテール銀行業務を強化しようとしているのかが分からなくなる。リテール銀行部門では

マス富裕層を追及し、機関銀行部門が手掛ける超富裕層向けのサービスとは無関係ということ

なのであろうか。

投資可能資産525万ドル程度のマス富裕層を巡る競争は激しい。Citiはかつてその市場で

トップを争う存在であったが、危機後のリストラ過程でその事業の中核を担うSmithBarney

を手放すことになった。CitiがSmithBarneyをMorganStanleyとの合弁に移した2009年

にCitiに移籍したDeborahMcWhinneyが、その後にプライベートバンク・財産管理部門責

任者に就任した。そのMcWhinneyが2011年にデジタル小売り加盟店業務グループ責任者に

異動することになった。これに対してAiteGroupアナリストのAloisPirkerは「理解でき

ないのは、大手リテール銀行のCitiがマス富裕層戦略を持っていないことだ。どのような重

要性を持っていたにせよ、それは彼女を引き離したことで急落した」との感想を述べている

（Barrett,2011）。

こうした状況を見ると、Citiが投資可能資産250万ドル以上の富裕層、中でも2500万ドル

以上の超富裕層に集中したのはやむを得なかったのかもしれない。国内外でリテール銀行業務

の再構築を危機後に始めたばかりであり、その中でSmithBarneyを失ったのでは、Merrill

Lynchを獲得したBofAなどに対抗する資源を持たなかったであろう。
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しかし、金融危機後は顧客の保有資産毎に業務を分割することが徐々に難しくなっていった。

WellsFargoはブローカー、RIA、プライベートバンクを持ち、顧客がどのモデルを好むか

選択できるようにしていた。BNYMellonの場合は財産管理責任者のCatherineKeatingが

「30年前は、銀行関係をある銀行で持って、投資ポートフォリオを別のところで持っていたか

もしれない。あるいは投資ポートフォリオをいくつかの場所に分けていたかもしれない。もう

顧客を分ける必要を感じていない。単一のFAと取引した方が安く付いて簡単。少なくとも主

要業者を一つ決める方が良い」との考えを語っている（Schoenberger,2021）45）。

このように保有資産に応じた事業モデルの棲み分けが崩れた背景には、ロボ助言の登場によっ

て業務の効率化が進んだことに加え、大手証券会社が労働省の規則を利用して手数料モデルへ

のシフトを進めたことがある（神野、2020、107116頁）。結果として業態をまたぐ競争が激

化し、その中で注目されたのが小規模事業主向けのサービスであった。アメリカには2000万

もの小規模事業があり、その1/3は収入が100万ドルを超えると言われる。財産管理業者の

多くにとっては未開の新領域であった（AveryandLee,2016）。

財産管理業者にとって小規模事業主向け市場の魅力は差別化につながることである。IFA

向けにオンライン事業評価を提供するBizEquityのCEO、MikeCarterは次のようにその強

みについて説明している。

ウェルス・マネジャーは小規模事業の真の財産を理解し、その価値を顧客に伝えることがで

きる。小規模事業主は銀行から消費者のように扱われることが多い。貸出や計画は現在の収入

と信用スコアが基準になる。しかし、小規模事業に総合的な財産の価値を理解する機会を与え

れば、ウェルス・マネジャーがより良いサービスを提供できるだけでなく、差別化もできる

（AveryandLee,2016）。

この事業評価の強みを生かす一つの分野に事業売却がある。ハワイで財産管理事務所

WealthStrategyPartnersを営むMarkoMijuskovicは、ラジオで起業家であることの困難

さや事業計画、退出について放送すると、それを聞いた事業主が問い合わせてくるようになっ

た。問い合わせの多くが事業からの退出についてであった。そこでMijuskovicはハワイで初

めての認定退出プランナーになり、会計士、弁護士を交え、BizEquityを利用して顧客の事業

評価を支援するようになったということである（AveryandLee,2016）。

事業評価の強みを生かして提供できるサービスは他にも多い。私募投資ラウンドの主導や

IPOでの引受といった投資銀行業務に関連させることもできるし、自社株を担保にした貸出

を行うこともできる。財産管理を通じて事業主と早い段階から関係を構築することができれば、

大手銀行にとってはその後にかなり広範囲にわたる取引機会を期待することができる。

そして、アメリカにおける中小事業の起業でX世代とミレニアルが半分を占めるようになっ

ていたことを想起されたい。世代交代を考えれば、財産管理業務だけでなくプライベートバン

クでも新しい世代を無視する訳にはいかない。そこで富裕層向けサービスを手掛ける多くの機
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関がターゲットを広げるようになり、そのほとんど全てがデジタル化を顧客獲得の鍵と見てい

る。

DeutscheBankの場合は面談録作成や投資助言を自動化しながら、ミレニアル顧客の獲得を

目指した。プライベートバンク責任者のFabrizioCampelliは「これまで銀行は商品に牽引さ

れてきた。今は顧客だ。特にミレニアルはプラットフォームに慣れている。自社だけの商品で

構成されないが、同じ形式の同じインターフェースでアプリによって顧客の金融ニーズに対応

する」と話す（Avery,2017））。またUBSはWealthfront買収で合意した。UBSAmericas

社長Naratilは、ミレニアル世代とZ世代の多くから古いブローカー関係よりもデジタル助

言の方が好まれるため、この買収によってそれら世代の顧客を獲得する目標に近づくことがで

きると期待していた（Patrick,2022）46）。

財産管理業務でデジタルを利用したミレニアル世代の獲得ではロボ助言に注目されることが

多いが、実はリテール銀行業務を利用する動きも多い。BofAは2020年にLifePlanサービ

スを開始した。これは顧客が住宅購入や学費貯蓄など独自に目標を設定し、アプリがその顧客

の行動特性に応じて目標に貢献しているのかどうか助言する。顧客は目標に向けた進捗度を画

面で確認できる（Crosman,2021i）。このアプリはネオバンクが提供している自動貯蓄サービ

スの進化版といえるであろう。

PFMアプリが財産管理に活用できる可能性については以前から注目されている。2018年に

はBlackRockが貯蓄アプリのAcornsに対する5000万ドル投資ラウンドを主導した。これに

ついてUnitedCapitalのCEO、JoeDuranは「彼らは次世代投資家の世界で何が起きている

のかを知りたがっている。投資の主導は彼らにとって、そこに出て行く割安な方法だ」と評

価している。またデジタル退職プランのDreamForward共同創業者GrantEasterbrookは

「2030年後にミレニアルが投資の中心になったとき、入り口は大きく変わっているかもしれ

ない。小口投資アプリで育った投資家は、そのまま同様のプラットフォームを使い続けるかも

しれない」と指摘している（Allocca,2018）。

もちろんPFMアプリが単独のサービスである必要はない。Goldmanは2018年に請求書の

金額交渉や貯蓄目標設定で利用されるClarityMoneyを買収し、スマホの入り口に位置づけ

た（HoffmanandRudegeair,2018）。そして2021年にはロボ助言のMarcusInvestを立ち

上げた。消費者・財産管理責任者StephanieCohenはロボ助言について「これは、消費者が

日々の金融を管理するニーズに対するソリューションの一部だ」と位置づける。また財産管理

のチャネルについては「一般的には預かり資産の額で分割しようとしているのは知っている。

それも一つの方法。しかし、どのような体験を望むかによることもある」と話す（Crosman,

2021c）。

以上のように、リテール金融サービス業界では富裕層向けからマス富裕層向けの境界が薄れ

た。それはフィンテックの活動とともに普及したアプリが、金融機関によるマス富裕層への対
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応を容易にすると同時に、超富裕層向けにも簡便な選択肢を提供できるようにしたからである。

このアプリによって幅広い層の顧客向けサービスをつなぎ合わせる上で、支払いやPFMといっ

た基本的なリテール銀行サービスの組み込みが極めて重要な要素になったと考えられる。

Citiは富裕層向けの対面チャネルが大都市部に限定されるため、それだけモバイル対応の役

割が大きい。2016年におけるiPhone向けCitiMobileAppの更新は、Citiのモバイルに対す

る取り組みを象徴するものになった。リテール部門責任者StephenBirdは「CitiFinTechの

新商品は二つの面で画期的だ。一つはCitigold顧客向けに新たな特別仕様設計のモバイル体

験を提供する。初めて銀行業、投資、資金移動を手のひらの上で統合する。もう一つは我々の

新しい機敏なオペモデルが持つ力と潜在力を示す」と宣伝している47）。

新しいオペモデルは、CitiFinTechチームが商品開発を主導し、顧客からのフィードバッ

クを得ながら常時更新していく方法を指す。チームのCOO、YolandePiazzaはその特徴を

「このプロジェクトは、従来のようにまず作って、検査して、別の法令遵守・事業部門からそ

れぞれ承認されるという手続きはとらない。ここではすぐに問題を特定し、それに取り組む」

と説明している（Lee,2017）。巨大な支店網を持つ大手でも、多額の資金をつぎ込んでモバイ

ル・アプリを開発している。その結果、アプリがより複雑で、利用が難しくなる傾向が指摘さ

れている（Peters,2019c）。Citiはその問題を避けようとしているのであろう。

もう一つのモバイルに銀行業、投資、資金移動を統合した点は、Citigold向けの対応で最

も大きい意味を持つと指摘される。対象は投資可能資産20100万ドルでマス富裕層と呼んで

も良い。この層はCitiにおいてかつてSmithBarneyが対応しており、危機後のリストラ過

程では無視され、リテール銀行部門で標準的な小切手しか提供されてこなかったとされる。新

商品はその層に向けてリテール銀行業と財産管理を統合し、Clicktocall機能により担当者や

FAにすぐつながるサービスとして設計された（Lee,2017）。

Citiのリテール改革を主導したBirdは、JaneFraserがMichaelCorbatの後任になると

決まった後にCitiを去るが、そのFraserが初めての大きな改革として発表したのが、機関銀

行部門にあるプライベートバンクとリテール銀行部門が手掛ける財産管理業務を統合し、Citi

GlobalWealthを創設したことであった。財産管理部門ではCitigoldだけでなく、残高3万

ドルからのCitiPriorityも扱っていた。その業務を残高2500万ドル以上の顧客対応と統合し

たのである。Citi経営陣は、企業とのグローバルな関係を利用して、それら企業の役員に財産

管理商品を提供することについて議論しており、Fraserにとっても機関銀行部門と消費者事

業の連携を強めることは最重要の関心事になっていると見られている（Benoit,2021）48）。

結局、Citiがリテール業務で富裕層に集中するといっても、そこにはほとんどマス層と変わ

らない富裕層も含まれていた。幅広い層をカバーする上で、モバイルが中心的なチャネルにな

ることは間違いない。Citiの場合は、そのモバイル中心のチャネルで、実物拠点の不足を欠点

とは感じさせないような個別化された顧客体験を、いかに幅広い層に提供できるかが課題とな
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るであろう。

4.5.3 リテール銀行業での財務サービス

ここまでの話しでは、Citiの金融危機後における国内リテール業務改革は、カード顧客を財

産管理中心の包括的な取引へと取り込むことであった。それでは中小事業向けサービスへの取

り組みがどのようなものであったかというと、情報は少ない。Kandell（2017-2018）によると、

財務サービスでの強みを発揮できる多国籍企業向けに注力することで、Citiの国内小規模事業

顧客数は2017年にその5年前の3万2000社から1万4000社に減っていた。Citiが国内リテー

ルでカード以外の貸出は抑制していたことを考えると、小規模事業向けはリストラ対象になっ

ていた可能性が高い。

しかし、ネオバンクのターゲットが個人から小規模事業主向けに広がり、大手銀行の財産管

理業務で事業主向けサービスが重視されるようになるにつれ、銀行業界では小規模事業との

取引強化を目指す動きが目立つようになってきた。BofAは2018年にBusinessAdvantage

RelationshipRewardsプログラムを立ち上げ、3ヶ月平均の口座残高が10万ドルを上回ると、

基本手数料免除、ローン金利割引、カード得点上乗せを行うようになった（Broughton,2018a）。

同じ時期にBofAはそれまであまり手掛けていなかったSBAローンも強化し、2017年前半は

1億ドル以上の7（a）ローンを承認した。この金額は前年同期から59％の増加である（Peters,

2017a）。

JPMCの場合、大手行には珍しく金融危機後から中間市場の開拓に力を入れてきた。2010

年から2017年初頭にかけて、年商2000万～5億ドルの事業向け貸出は7倍に増え、顧客数は

3倍になった（Broughton,2017a）。その中で2018年にはVC支援の早期段階の会社をター

ゲットにするグループを設置し、ローン、財務、カード、国際銀行業などを個別企業の要望に

あわせて組み合わせることができるようにした。このグループはベンチャー企業が集積する主

要8都市に拠点を持ち、食品、美容、ペットに至るまで多様な消費者向け企業との取引開拓を

目指した（Broughton,2018b）。

ただし、大手銀行といえども、広大な国土に散らばる中小事業をくまなくカバーするのは無

理がある。J.D.Powerによる2017年の小規模事業の銀行満足度調査では、小規模事業が銀行

に不満を持っており、中でも最大の不満は銀行が担当者を貼り付けないことであった。また、

銀行が担当者を貼り付けている場合でも、その担当者が顧客のニーズを理解しなければ小規模

事業の不満が解消されることはない。4地域で実施された調査結果を見ても、全て異なる銀行

が首位になっていた（Peters,2017c）49）。どこか一つだけの地域をとりあげても、その地域に

所在する中小事業の全てに対して担当者を貼り付けることができる銀行があるとは考えられな

い。

コミュニティ銀行が地元の小規模事業に対してきめ細かい対応をする場合は、競争相手がそ
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こに食い込むのは容易ではない。Adams（2021r）には、メーン州ウェストブルックの小規模

な診療所が地元のBangorSavingsにワクチン証明への対応で助言を受けたり、給与管理シス

テムのインストールを手伝ってもらったりした例や、テキサス州オースティン所在のジョギン

グ・シューズ販売AtreyuRunningが、EコマースでShopify、支払いでSquareを利用しな

がら、地元のKeystoneBankとの取引を最も重視している例が紹介されている。

興味深いのはAdams（2021r）で紹介されるコミュニティ銀行のライバルとして、Square、

Stripe、PayPalなどの名前が挙がることである。これらはいずれも包括的な事業向けサービ

スを提供していた。そして、その核になるのが、支払いの受け入れと、そこから派生する財務

管理の支援であった。大手銀行はコミュニティ銀行とよりも、これら支払いファシリテータと

強い競合関係にあると考えられる。オンライン貸出業者CerebroCapitalのCEO、Matthew

Bjonerudは、もし銀行が商工業貸出を提供せずに、財務管理サービス取引を獲得できるので

あれば、そちらの方が収益的で粘着的なため、銀行にとって望ましいと主張している（Kline,

2021）。

この発言はオンライン貸出業者が銀行と競合しないことを強調したかっただけかもしれない。

しかしAutonomousアナリストのBrianForanも、2014年末から2021年9月までに銀行の

ノンバンク向け貸出が14％増加しており、最大の成長分野になっていることを指摘している

（Kline,2021）。既述のように、非金融企業向け融資から金融機関向け与信へとシフトする傾

向はけっしてCiti特有の話しではない。資本を節約しながら収入を確保するには、貸出を所

要資本の小さい対象に向けつつ財務管理サービスなどからの手数料収入を増やすのが効率的な

のである。

そして何よりも、財務管理サービスであれば、請求書支払いや特典プログラムなどを通じて

消費者向けに提供するデジタル支払いサービスと連携させることができる。PayPalにせよ

Block（Square）にせよ、消費者側と事業側の両面で相乗効果を発揮しようとしており、大手

銀行と狙いは同じであろう。それでは大手銀行が支払いファシリテータに対してどのような強

みを持つかといえば、事業主向けの財産管理サービスや、事業評価に基づくM&A助言、私

募資金調達の仲介といった投資銀行サービスを提供できることであろう。むしろこれらの業務

にとって重要性が高まっているために、中小事業向けのリテール金融サービスへの取り組みを

強化しているとも考えられる。

大手銀行にとってはカードの加盟店業務を中小事業に対する財産管理サービス提供の入り口

にすることができる。上述のようにJPMCは早い時期から加盟店業務を総合的な支払いサー

ビスに転換していた。そして2019年にはChaseMerchantServicesを大手企業向けの財務サー

ビス部門と統合し、リテール金融と投資銀行業務の連携を強めた（神野、2021、263264頁）。

また、2021年にはChaseMerchantServicesを、2017年に買収していたWePayと統合した。

WePayは顧客にオンライン支払い接続だけでなく、EコマースのBigCommerce、会計ソフ
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トのFreshbooks、外食向けPOSシステムのTouchBistroなどへの接続も可能にする。これ

によりJPMCは小規模事業のニーズに応じて、在庫管理、研修、規制対応・政府プログラム

申請支援なども提供することを目指す（Adams,2021m）。

JPMCのような加盟店業務からのサービス拡充に、他の大手も追随している。BofAも2019

年の契約期限をもってFirstDataとの合弁事業を終了し、小売り向け支払いサービスを単独

で手掛けることにした。BofAの企業支払い責任者MarkMonacoは「支払いは我々の事業の

中核である。今回の公表は、規模にかかわらず世界中で統合された支払いサービスを提供する

という、我々の戦略が一歩進んだことを示す」と語っている50）。DeutscheBankの場合は、

2012年に事業売却により撤退していた支払いサービスに、Fiservとの合弁を通じて2021年に

復帰することを決断した（Kowsmann,2021）。

Citiはというと、2018年に PaymentsInsightsを立ち上げ、Swiftの GlobalPayments

Innovation追跡を利用して、多国籍企業顧客がCitiの世界ネットワーク内で取引サイクルを

確認できるようにしていた。またAIを利用して未払い請求書とその顧客向けに受け取った支

払いの照合を自動化するCitiSmartMatch開発予定も発表した51）。そして2019年にはTTS

に小売りサービスを追加して、前年に強化されたB2B支払い事業を小売り向け支払い受け入

れサービスに拡張した（Adams,2019a）。このサービス拡張は、Eコマースの売り手と買い

手に世界で単一の支払いゲートウェイ提供を目指したもので、カードやウォレットに加え、

RequesttoPayなど新種の銀行口座間資金移転にも対応している52）。これによりCiti顧客は

財務管理の中で消費者との支払い関係を、B2B支払いと統合することができるようになる53）。

多国籍企業向けのB2Bと、小売り向け支払いサービスの統合は、JPMCが先陣を切って始

めた動きであり、Citiもそれに追随した訳である。事業間と消費者間の支払い融合が進行して

いることを考えれば、多国籍企業向け財務サービスを手掛ける大手銀行がリテールで小売りサー

ビスを強化し、それらを統合しようとするのは不思議ではない。StripeやSquareが加盟店業

務をはるかに超えるサービスを提供するようになっており、AiteGroupアナリストのGilles

UbaghsはCitiの小売りサービス開始の報道に対して「むしろ大手が本腰を上げるのにあま

りに長い時間がかかったことに驚く」との感想を述べている（Adams,2019b）。

またCitiの場合は国内外の加盟店業務を売却しており、独自に小売りサービスを手掛ける

JPMCとは事情が異なる。そのため、事業向けに包括的な支払いサービスを提供するSpring

byCitiでは、Mastercardの支払いゲートウェイに加えて、GlobalPaymentsやPPROと

いった支払い処理業者との協力関係を利用している54）。支払いサービスをめぐる競争の中で、

こうした提携関係の利用が、JPMCのような独自展開に対して優位性を持つのかどうか自体

も興味深い問題ではある。しかし、提携関係の利用によって、支払いサービスと財産管理業務

や投資銀行業務の相乗効果がどのように影響されるのかということにも注目しなければならな

い。
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おわりに

グラム＝リーチ＝ブライリー法の成立を前にして、Citiは巨大なコングロマリットとなり、

そこから収益性を高めるために選択と集中を行った結果、金融危機で瀕死の重傷を負った。金

融危機後のリストラを通じて、Citiの業務は大手多国籍企業向け国際財務サービスと国内カー

ドに焦点を絞ったものへと変化したように見えた。しかし、実際には大きな環境変化との相互

作用の中で、他の大手と同様に各業務間の多面的な連携を目指していた。問題は上位の投資銀

行に対抗するために必要となる業務をすでに処分してしまっていたか、危機後のリストラ過程

で処分を迫られたことである。

マーケット業務において、Citiは多国籍企業向け財務サービスとの関係で、FICCには力を

入れ続けた。しかし、株式市場における電子化の流れが固定金利にも波及し、大手銀行はあら

ゆるチャネルで注文をかき集めながら、証券サービスも利用して、顧客のポートフォリオ構築

と組み替えを支援しなければならなくなった。上位の投資銀行にとっては資産管理業務が、薄

利のマーケット活動から収益を回収する重要な手段になっていたが、Citiは危機前に資産管理

業務の基本部分をLeggMasonのブローカー業務と交換し、危機後には代替資産運用業務を

閉鎖してしまった。そのため、中立的な立場から提供するETFサービスを他の大手に対する

差別化要素として打ち出すようになっている。

資本市場関連業務では、流通市場における電子化の流れが証券発行市場に波及し、投資銀行

にとって中抜きの脅威が高まっている。M&Aの仲介ですら自動化の流れと無縁ではない。そ

の一方で、企業内ではこれら資本市場活動に関して財務部門の役割が強まった。そのため、投

資銀行にとっては財務サービスが企業との関係を深める上で極めて重要になった。この点で

Citiは競合他社の先を行く存在である。ただし、広範な拠点網を維持するにはコストがかかる

が、その網に収益性の高い顧客がかかってくるとは限らない。特に新興テック企業やPEのポー

トフォリオ企業は、既存の大手多国籍企業と性質が大きく異なると考えられる。実際、Citiは

これらを相手とする取引の実績が乏しく、それが競合相手に収益性で劣る一因になっている。

そして、資本市場関連業務における環境変化と、アメリカ国内におけるリテール金融のデジ

タル化が相まって、大手投資銀行はリテール銀行業務を無視することができなくなっている。

投資家層の大きな世代交代が間近に迫っており、富裕層の相続人だけでなく、起業家や急成長

企業の従業員を財産管理業務の顧客として取り込むことは、投資銀行案件の獲得にもつながる。

また小規模事業が国際的にEコマースを展開するケースが増えている。それ以外でも財務の

デジタル化に対するニーズが高まっているこの市場は、個人向けリテール銀行サービスと、大

手多国籍企業向け財務サービスの結節点ともいえる領域であり、それらの境界線は不明瞭化す

る傾向にある。

Citiの国内リテール業務の中心はクレジットカードであったが、けっして従来型のカード業
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務を続けようとしている訳ではない。消費者向けには、カード顧客を財産管理顧客に取り込む

べく、モバイル中心のチャネルを整備していた。そして事業向けには多国籍企業向け B2Bサー

ビスを、小売りサービスに延伸した。ただし、財産管理業務では危機後のリストラで Smith

Barneyを手放しており、それを補う外部チャネルの利用では提携相手の動きに左右されるこ

とになった。また、危機前に加盟店業務を手放したことで、小売りとの接点を持たず、カード

ネットワークや小売りサービス会社との提携が必要になっている。

このように、Citiは競合他社と同じような環境適応行動をとろうとしても、様々な制約を抱

えている。しかし、環境は常に変化する。ETFが非公開市場投資の収益性を破壊する可能性

は否定できず、新興テックや代替資産運用会社との取引追及が常に多額の収入をもたらすとも

限らない。リテールでも独自の FA部隊や小売りとのネットワークを維持することが重荷にな

る恐れはある。各業務の連携を強めることが投資銀行にとって不可避になっているとはいえ、

どのような連携が「正解」になるかは今後現れる環境に規定されることになる。
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to Enable New Payment Capabilities for Small Businesses,” Fintech & Finance News, June 1, 2022.

22）同事業は現在のRocket Mortgageである。Intuitは Rocketとの協力関係にあり、2021年には Intuit

の PFMアプリMintの利用者がアプリ内で Rocket Mortgage にアクセスし、ローン申請ができる

ようにした。Intuit, “Mint and Rocket Mortgage Introduce Fully Digital Mortgage Solution to

Empower Home Buyer,” Press Releases, March 23, 2021.

23）Intuitは家計簿ソフト Quickenを保有していたが、iPhone利用者には父親世代が利用するものと見

なされていた（Wortham, 2009）。一方、Checkは銀行口座につないで、請求書の支払いをスケジュー

ル化するアプリであり、期日になると利用者に通知する。Checkが得る収入源は、請求書を発行する企

業であり、消費者からはカード利用なら手数料を徴収するが、銀行口座からなら徴収しない。Intuitに

よる Check買収について、PFMには見るだけでなく取引機能が必要で、Mintに支払い機能が加われ

ば有用性が高まると評価されている（Wisniewski, 2014）。

24）6つの機能は、①多段階認証での単一署名、②資格（アクセス特権、取引特権、従業員と会計士の許

可）、③支払勘定、受取勘定、キャッシュフロー管理、書類管理、作業の流れなど事業目的、④会計パッ

ケージと事業システムとの統合、⑤ACH、小切手、ワイヤー、カード支払いの処理、⑥クラウド・ポー

タルと受取人のディレクトリである。

25）bill.com, “Bill.Com Collaborates With Intuit To Bring Digital Payments Into Quickbooks Online,”

Press Details, October 24, 2016. この発表の時点で、QuickBooks内での請求書受け取り、デジタル化、

蓄積や、モバイルでの承認が追加されると予告されていた。

26）Transactis は 2019 年に Mastercard が買収した。Mastercard は 2018 年に Mastercard Bill Pay

Exchangeを立ち上げ、消費者が既存の銀行アプリから電話、電気・ガス、家賃、クレジットカードな

ど定期的な請求元を一覧し、期限の通知を受けることができるようにした。Mastercard広報では、

Transactis買収により、消費者は銀行アプリでも請求元のサイトでも、多様な支払い手段を選択して、

簡単に支払いが実行できるようになると説明されている。Mastercard, “Mastercard Strengthens Bill

Payment Services with acquisition of Transactis,” News, May 3, 2019.

27）avidxchange, “Fifth Third to Advance B2B Accounts Payable and Payments for Commercial

Clients with AvidXchange and Mastercard,” Press Release, October 16, 2017.

28）avidxchange, “Here’s How a Leading Credit union Streamlined Accounts Payable Processes and

Divorced Paper,” blog, July 14, 2022.
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29）Bento for Businessを展開する Bento Technologiesは、2021年に U.S. Bankが買収で合意した。

US Bancorp, “U.S. Bank to Acquire Small Business Payments Software Company, Bento Techno-

logies,” News Releases, August 12, 2021.

30）Marqeta, “How DoorDash uses Marqeta’s Seamless Payments,” Blog, April 20, 2020. この投稿の

時点で、仮想カードもすぐ利用できるようになると予告されていた。

31）“JPMorgan’s clampdown on data puts Silicon Valley apps on alert,” American Banker, March

27, 2019. この記事では、JPMCや Capital Oneが外部からのデータアクセス管理のための新たなキャ

ンペーンを始め、シリコンバレー住民が制限に合意しなければブラックリストに載せると銀行から脅さ

れているという話しが紹介されている。

32）API標準化については Nachaが API標準化産業グループを立ち上げ、標準化すべき銀行間サービス

として詐欺・リスク削減、データ共有、支払いアクセスの分野にわたる 16を指定した（Sheehan, 2018）。

また Financial Data Exchangeを通じた業界の取り組みも進んでおり、2021年 9月 1日時点では FDX

基準で生み出された APIを経由してフィンテックに情報を提供する米銀口座が 2200であった（Heun,

2021b）。それでも LenditFintech（2020）によると、フィンテックが多様な種類の口座とデータ源にア

クセスを確立するのは困難で、アグリゲータの存在が必要と指摘する。そして、どのアグリゲータと取

引するかについての選択基準として、データの信頼性と清潔さ、カバーする範囲とデータの種類、アク

セス方法、適応性と革新への支援が挙げられている。

33）このデータを利用して、ネオバンクがキャッシュフロー予測を提供したり、B2B支払いサービスが取

引と会計の同期を可能にしているようである。Codat, “Codat raises $100 million to build the internet

for business data and announces J.P. Morgan, Shopify & Plaid as investors,” CISION, PR News-

wire, June 8, 2022. またローンの審査にもデータは利用されている（Arnfield, 2021a）。

34）fdata global, “FDATA North America Statement on Clearing House Purchase of Akoya,” blog,

February 20, 2020.

35）Stripeの ACH支払い受け入れ支援については注 4を参照されたい。Plaidでは英国と EUでも多く

の銀行接続を持ち、2019年から欧州支払いサービス指令 2に準拠した APIを提供し始めた。これによ

り B2B支払いも支援している。Plaid UKの国際責任者 Keith Groseは「英国ではより多くの B2B支

払いにオープン銀行業を利用するようになっている。オープン銀行業のインボイス支払いはカード支払

いの受け取りよりもはるかに低コストだ」と話している。オープン銀行業支払いは固定手数料で、もし

他の会社に 1万ポンド支払うなら、英 Faster Payments経由の移転なら 20ペンスの手数料だが、カー

ドなら 1 3％かかるということである（Arnfield, 2021b）。また 2021年には Plaidの ID認証技術と提

携相手のネットワークを組み合わせて、銀行口座からの支払いを促進するプログラムを発表した。この

ネットワークには欧州と北米で 50近い会社が参加しており、その中にはMarqeta、Square、Dwolla

などが含まれる（Adams, 2021o）。

36）この買収は司法省に承認されている。Mastercard, “Mastercard Receives Department of Justice

Approval on Fincity Acquisition,” News Brief, November 16, 2020.

37）「世界最大手国際決済ビザ、リップルネット加入の英グローバル決済会社 Earthportを訳 278億円で

買収」COINPOST、2018年 12月 28日。

38）Currencycloud, “Currencycloud Launches Global Collections, Empowering Businesses to Go

Global,” CISION PR Newswire, March 20, 2018.

39）MasterCard, “MasterCard Announces Acquisition of VocaLink,” Press Resease, July 21, 2016.

Mastercard, “Mastercard completes acquisition of Nets’ account-to-account payment business,”
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Press Resease, March 5, 2021.

40）“Mastercard Tracktm Business Payment Service Launchs in the U.S., Brings Efficiency Gains

and Faster Access to Working Capital to Suppliers and Buyers,” businesswire, May 12, 2020.

41）FRBは 2015年の支払いシステム改革についての報告書で、民間部門で開発された技術を改善する必

要が明確にある場合を除き、FRBはサービス提供者の役割を拡大するつもりは無いと記載していたが、

TCH による独占を巡る議論が高まり、2019 年には FRB 理事の投票で FedNow 開発が決定された

（Lang, 2019a; Lang, 2019b）。

42）“World’s best digital bank 2017: Citi,” Euromoney, July 2017.

43）JPMCは 2017年に立ち上げたデジタル専門ブランドの Finnを 2019年に閉鎖している。これについ

ては、コンセプトの問題ではなく、単に商品が凡庸であったことが理由とする声もあるが、Celentの

Dan Latimoreは「Chaseの行動は、銀行が戦略目標を明確にする必要性を示している。例えば Citizens

Accessは預金調達の意図を明確にしており、そのために高めの金利を払う。Finnのようなフルサービ

スのハイブリッド・デジタル銀行は難しい。特に Chaseの主力商品と差別化できない」と指摘している

（Crosman, 2019c）。

44）“Citi wants to bring credit card perks like miles to bank accounts,” American Banker, May 8,

2019.

45）ブローカーはコミッションを収入とするモデルを指す。RIAは Registered Investment Advisorの

略で、預かり資産に対する一定比率の手数料を収入とするモデルを指す。

46）ただし、この買収合意は撤回された（Jacob, 2022）。

47）Citigroup, “Citi Launches Mobile App Combining Banking, Wealth Management and Money

Movement,” Press Release, December 5, 2016.

48）リテール部門での財産管理業務には Citigold、Citigold Private Client、Citi Priorityが含まれてい

た。Citigroup, “Citi Unifies Global Wealth Management Business,” Press Release, January 13,

2021. Benoit（2021）には Citiの財産管理部門との取引に資産 5万ドル以上が必要とあるが、2022年 7

月付けの Citi Priority Account商品説明によると、口座開設時の最低残高要求はなく、月間平均残高

が 3万ドルを超えていれば月 30ドルの口座維持手数料が免除されるということであった。

49）調査は小規模事業顧客が取引銀行を手数料水準や問題解決方法などで採点する。2017年調査で中西部

は Citi、北東部はM&T Bank、南部は TD Bank、西部は Chaseが首位であった。ちなみに 2021年は

中西部 BofA、北東部 Chase、南部 TD Bank、西部 Bank of the Westと Chaseが首位であった。Chase

のみ全ての地域で平均以上の得点になっている。J.D. Power, “Strong Bank Response to Paycheck

Protection Program（PPP）Drives Record-High Satisfaction among Small Business Customers,

J.D. Power Finds,” Press Release, October 28, 2021.

50）“BofA to end payments joint venture with First Data next June,” American Banker, July 31,

2019.

51）“Citi Partners HighRadius for new Receivables Platform,” East&partners, July 30, 2018.

52）Citigroup, “Citi to Build Digital Consumer Payments Business for Institutions,” Press Release,

March 26, 2019.

53）Citiは 2012年に B2Bで多様な支払い手段の利用を集約する Citi Payment Exchangeを立ち上げて

いる。“Citi Launches Citi Payment Exchange,” businesswire, October 15, 2012. この Citi Payment

Exchangeに、2021年にはMastercardの直接デビット機能を追加した。これにより事業顧客は消費者

のデビットカードやプリペイドカード口座に直接の入金ができるようになる（Fitzgerald, 2021c）。また
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同年には Citiも TCHの RTPを利用した Request for Paymentのサービス提供を開始している（Heun,

2021c）。

54）Citigroup, “Citi Chooses Global Payments and PPRO as Partners for its New Digital Consumer

Payments Business,” Press Release, October 28, 2019.
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